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（注）本誌の計数について
1.	単位未満の計数　
	 件数及び金額の単位未満は切り捨てています。
	 また、比率(%)は原則として表示前桁を四捨五入しています。したがって、合計欄の計数は、内訳を集計した計数と	
	 一致しないものがあります。
2.	表示方法
	 単位に満たない場合は「0」と、該当数字のない場合は「ー」と表示しています。
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日本政策金融公庫の概要

　日本政策金融公庫は、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫を前身とする政策金融機関です。

日本政策金融公庫のプロフィール（平成25年3月31日現在）
● 名　　　称	： 株式会社日本政策金融公庫（略称：「日本公庫」）
● 発足年月日	： 平成20年10月1日
● 根　拠　法	： 株式会社日本政策金融公庫法
● 本　　　店	： 東京都千代田区大手町1-9-4	
	 	 大手町フィナンシャルシティ ノースタワー
● 総　　　裁	： 安居　祥策（やすい　しょうさく）
● 資 本 金 等	： 資本金　　3兆4,550億円
	 	 準備金　　2兆1,784億円
● 支　店　等	： 国内　　　　　　　152支店
	 	 海外駐在員事務所　2カ所
● 職　員　数	： 7,361人（平成25年度予算定員）
● 総融資残高	： 21兆7,505億円
	 国民生活事業	 7兆2,482億円
	 農林水産事業	 2兆6,268億円
	 中小企業事業	 6兆4,592億円（融資業務）
	 危機対応円滑化業務	 5兆3,620億円
	 特定事業等促進円滑化業務	 541億円

経営理念（基本理念）

日本政策金融公庫の主な業務
国民生活事業
国民一般向け業務

業務内容

● 小口の事業資金融資
● 創業支援・地域活性化支援

● 国の教育ローン、恩給・共済年金	
等を担保とする融資

農林水産事業
農林水産業者向け業務

業務内容

● 担い手を育て支える農林水産業者向け融資
● 食の安全の確保、農食連携を支える	

食品産業向け融資
● コンサルティングやビジネスマッチング	

等の経営支援サービス

中小企業事業
中小企業者向け業務

業務内容

● 中小企業への長期事業資金の融資
● イノベーション支援・海外展開支援・再生支援

● 信用保証協会が行う中小企業の	
借入等に係る債務の保証についての	

保険の引受け等

シナジー効果
地域経済の活性化支援
お客さまの成長の支援

中小企業のグローバル化支援

危機対応等円滑化業務
● �主務大臣が認定する内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時に	
	おいて、指定金融機関に対し、一定の信用供与を行う業務

● 低炭素投資促進法に基づき、指定金融機関に対し貸付けを行う業務
● 産活法に基づき、指定金融機関に対し貸付けを行う業務

 政策金融を的確に実施します。
　国の政策の下、民間金融機関の補完を旨としつつ、社
会のニーズに対応して、種々の手法により、政策金融を機
動的に実施します。

 ガバナンスを重視します。
　高度なガバナンスを求め、透明性の高い効率的な事業運
営に努めるとともに、国民に対する説明責任を果たします。
　さらに、継続的な自己改革に取組む自律的な組織を目
指します。
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本部長メッセージ

　日本政策金融公庫中小企業事業本部は、リーマ
ン・ショック以降の経済危機や東日本大震災など自
然災害に対する政府の強力な対策の下、融資業務と
信用保険業務の両輪により、中小企業・小規模事業
者の皆さまの資金繰りを全力で支えるというセーフ
ティネット機能の役割を担い、平成24年度において
は約11兆円の金融支援をしてまいりました。

　融資業務におきましては、東日本大震災復興特別
貸付により、東日本大震災の被災地域の本格復興
に向けた支援に努めたほか、セーフティネット・再生
融資により、厳しい経営環境にある中小企業の皆さ
まの資金繰り支援や事業再建に積極的に取り組み
ました。
　また、中小企業の皆さまの海外展開につきまして
は、平成24年度に新たに国際業務部を設置し、海
外展開資金を活用した資金支援や海外駐在員事務
所による現地での経営支援のほか、「スタンドバイ・
クレジット制度（信用状発行業務）」を創設し、アジア
主要各行と業務提携契約を締結し、現地金融機関か
らの資金調達ニーズへの取組みを開始しました。
　さらに、中小企業の皆さまの新たな分野へのチャ
レンジに対する支援を充実するため、専門部署（新
事業室）を設置し、イノベーション支援に積極的に取
り組みました。
　加えて、新事業へのチャレンジや事業再生に向け
た取組みに対し、各種の特別貸付制度のほか、資本
性ローンを積極的に活用して支援しました。
　こうした取組みの結果、平成24年度の中小企業
向け融資業務の貸付実績は、2.0兆円となりました。

　信用保険業務におきましては、全国の信用保証協
会との連携を密にし、「東日本大震災復興緊急保証」
に加え、「経営安定関連保証」や「借換保証」等に係
る保険引受を実施し、厳しい経営環境にある中小企
業・小規模事業者の皆さまの資金繰りに支障を来た
さないよう、取り組んできました。平成24年度の信
用保証の保険引受額は9.3兆円、全体の引受残高
は約32兆円となっております。

　今後におきましても、東日本大震災への対応のほ
か、地域経済を支える中小企業・小規模企業の皆さ
まの新事業展開、海外展開、事業再生、環境対応な
ど様々な取組みに対しまして、引き続き全力で支援
を行ってまいります。
　また、お客様サービスの向上のため、引き続き国
民生活事業、農林水産事業と連携し、「総合力」を発
揮した融資の実施や有益な情報提供などサービス
の強化に取り組んでまいります。

　日本における中小企業は約420万社で、全企業
数の99.7％、全従業員の約70％を占めており、わ
が国経済の発展基盤であるとともに活力の源泉で
あります。日本経済再活性化のためには、地域に雇
用と付加価値を生む中小企業が元気になることが不
可欠です。今後とも、政策金融機関としてしっかりそ
の機能を発揮し、日本公庫があって良かったと一人
でも多くの方に言ってもらえるよう、「頼れる公庫」を
目指して役職員一同邁進してまいります。

株式会社日本政策金融公庫
中小企業事業本部長　豊永　厚志
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中小企業事業のプロフィール

　日本公庫中小企業事業は、昭和28年8月に設立された中小企業金融公庫の業務を引き継いでいます。
　当事業は、融資、信用保険などの多様な機能により、日本経済の活力の源泉であり、地域経済を支える中小企業の皆さ
まの成長・発展を金融面から支援しています。

業務内容
融資業務
　中小企業の皆さまの事業の振興に必要な資金であって、
民間金融機関が供給することが難しい長期固定金利の事業
資金を安定的に供給しています。

■ �中小企業者に対する貸付
■ �中小企業者が発行する社債（新株予約権付）の取得
■ �中小企業投資育成株式会社及び設備貸与機関に対する
貸付
■ �中小企業者に対する貸付債権・社債の証券化（証券化・自
己型

平成24年度事業実績
▶融資業務
貸付額･････････････････････････････････2兆973億円
　直接貸付･････････････････････････････2兆957億円
　代理貸付･･･････････････････････････････････ 5億円
　設備貸与・投育貸付･･････････････････････････10億円
貸付残高･････････････････････････････6兆4,592億円
　直接貸付･･･････････････････････････6兆4,291億円
　代理貸付････････････････････････････････ 239億円
　設備貸与・投育貸付･･････････････････････････62億円

証券化支援業務
　中小企業の皆さまへの無担保資金の供給の円滑化を図
るため、民間金融機関等による証券化手法を活用した取組
みを支援しています。

▶証券化支援業務
貸付債権元本総額
　買取型、保証型及び売掛金債権証券化等の実績はない
信託受益権等保有残高、保証債務残高
　買取型（信託受益権等保有残高）･･･････････････ 3億円
　保証型（保証債務残高）･･･････････････････････ 1億円

信用保険業務
　中小企業の皆さまの円滑な資金の調達を支援するため、
信用保証協会が行う中小企業の皆さまの借入などに係る債
務の保証についての保険の引受けなどを行っています。

■ ��信用保証協会が行う中小企業者の借入などに係る債務の
保証についての保険
■ ���信用保証協会に対する貸付
■ ���破綻金融機関等関連特別保険等業務
■ ���機械保険経過業務（注）

平成24年度事業実績
▶信用保険業務
保険引受額・貸付額
　中小企業信用保険･･･････････････････9兆3,662億円
　�信用保証協会に対する貸付、破綻金融機関等関連特別保
険等の実績はない
保険引受残高･貸付残高
　中小企業信用保険･････････････････ 32兆4,710億円
　破綻金融機関等関連特別保険等･･･････････････ 0億円
　機械類信用保険（注）･･････････････････････････62億円
　信用保証協会に対する貸付の残高はない

（注）�機械類信用保険は、平成15年3月31日までに保険関係が成立していたものを除き、現在は既に成立している保険関係に係る保険金の支払い、回収金の収納などの業務（機
械保険経過業務）を行っています。

 わが国における中小企業の地位
　わが国では、全企業の99%を中小企業
が占め、全従業員の約70%が中小企業
に勤務するなど、中小企業はわが国経済
の活力の源泉であり、地域経済を支える
大きな存在です。
　また、新たな産業や商品・サービスの創
出など、わが国経済活性化の原動力とし
て、中小企業の皆さまには大きな期待が
寄せられています。

企業数割合 従業員数割合

（資料）総務省「平成21年経済センサス－基礎調査」を中小企業庁が再編加工したものです。

4,213千社
（100%）

42,972千人
（100%）

大企業
12千社
（0.3%）

大企業
14,629千人
（34.0%）

中小企業
4,201千社
（99.7%）

中小企業
28,343千人
（66.0%）
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中小企業事業の支援先
　わが国では、全企業の99%を中小企業が占めており、
その存在は日本経済の活力の源泉であるとともに、地域
経済を支える大きなものとなっています。また、一口に中
小企業と言っても、そこには多くの従業員を雇用し地域の
経済を支えている企業、創業百年を超えるような老舗企
業、家族で経営する個人商店など、その規模・態様は実に

様々です。
　中小企業事業では、これら多様な中小企業の皆さまに
対して、融資、信用保険、証券化支援といった金融手法を
活用しながら、それぞれの企業に見合った形での幅広い
支援を行っています。

中小企業数割合

（注）信用保証制度の
利用企業数

（資料）総務省「平成21年経済センサス－基礎調査」を中小企業庁が再編加工ほか

420万社
(100%)

中小企業事業の支援先
約155万社（約40％）

融資業務
4.7万社

信用保険業務
150万社（注）

中小企業向け貸付残高

（資料）日本銀行「金融経済統計月報」ほか

中小企業事業による支援
約39兆円（約17％）

融資業務
6.4兆円

信用保険業務
32.4兆円

235兆円
(100%)

中小企業事業は、中小企業者のうち約155万社（約40%）の資金繰りの円滑化に貢献しており、また、中小企業向け貸付残高の
うち約17%を占めています。

 中小企業事業の支援先の特徴

融資業務
■ �利用先数（直接貸付）･･･････････････････････ 4.7万社
　24年度融資分の平均像
　　1企業あたりの平均融資金額･･･････････106百万円
　　平均融資期間････････････････････････7年00ヶ月
　　平均資本金･･･････････････････････････ 48百万円
　　平均従業員数･････････････････････････････ 76人
■ �融資残高の約80%が従業員20人以上、約90%が資本
金1,000万円以上の先

■ �製造業を中心（24年度末融資残高の約50%）に幅広い
業種をカバー

信用保険業務
■ �利用先数･･･････････････････････････････150万社（注）
　24年度保険引受分の平均像
　　1企業あたりの平均保険引受額･･･････････17百万円
　　平均保険期間････････････････････････ 4年10ヶ月
　　平均従業員数･･･････････････････････････････ 8人

■ �保険引受残高の約70%が従業員20人以下、約65%が
資本金1,000万円以下の先
■ �幅広い業種をカバー
（注）信用保証制度の利用企業数

（注）実績は、平成25年3月31日現在のものです。

中小企業事業のお取引先（直接貸付先）4.7万社の従業員は約266万人（平成25年3月31日現在）に上っており、雇用の維持
にも貢献しています。

業種別融資残高構成比（融資業務）（平成24年度末）

製造業
48.5%

物品販売業
17.0%

サービス業
10.6%

その他
9.7%

運輸・情報通信業
9.2%

建設業
5.0%

業種別保険引受残高構成比（信用保険業務）（平成24年度末）

その他
2.0%

不動産業
4.0%

製造業
22.7%

物品販売業
30.9%

サービス業
13.6%

建設業
21.8%

運送・倉庫業
4.9%
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中小企業事業における政策金融の担う役割・支援する分野
　わが国の政策金融は、新事業育成、経営革新、事業再
生、海外展開など、リスクが高く民間金融機関が取り組み
にくい分野に対して、国の重要な政策に基づいた金融支
援を行っています。また、景気低迷の影響により融資姿勢
の変動を余儀なくされる民間金融機関の貸出を量的にも
補完しています。

　中小企業事業は、これらの政策に基づき、中小企業専
門の政策金融機関として民間金融機関を補完しながら、
金融を通じて中小企業の皆さまの成長・発展をサポートす
るとともに、セーフティネット機能も果たしています。

経営革新・イノベーション

地域活性化

災害対策 環境・エネルギー対策

国際化・海外展開事業再生

ベンチャー・新事業育成

セーフティネット

様々な分野で中小企業の
成長・発展をサポート
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民業補完機能の発揮
中小企業事業の役割と特色

長期資金の安定供給により
民間金融を質と量で補完しています。

長期資金を専門に取り扱っています
　中小企業が円滑に成長・発展していくには、適時的確な
設備投資の実施と継続的な財務体質の強化が必要であ
り、このため長期資金の安定的な調達が不可欠です。
　しかし、中小企業は資本市場からの資金調達が困難で
あるなど、一般的に大企業と比較して資金調達の手段が
限られています。また、民間金融機関の貸出も融資期間1
年以内の短期資金が中心であり、中小企業に対する長期
資金の供給は十分ではありません。

　中小企業事業では、民間金融機関が融資しがたい長期
資金を専門に取り扱っており、融資の過半数が期間5年超
の長期資金で、すべて償還計画が立てやすい固定金利と
なっています。
　当事業は、民間金融機関の対応が困難な部分を補完し、
わが国経済にとって重要な役割を担う中小企業の皆さま
の長期資金ニーズに応えています。

融資期間別貸出状況（金額構成比）（平成24年度）

5年超
50.4%

5年以下
49.6%

（注）すべて固定金利

〔参考〕民間金融機関の長期貸出の内訳（社数比）（平成24年度）

その他
83.7%

5年超
（固定金利）
16.3%

（資料）日本公庫「全国中小企業動向調査（中小企業編）」（平成24年度）

事業資金を安定供給
　中小企業事業の融資の伸びは、金融引き締め期や民間
金融機関がリスクをとりにくい時期（バブル崩壊後の金融
調整期や貸し渋り発生期）には高く、逆に金融緩和期には
低下しています。

　中小企業事業は、景気などの影響から融資姿勢の変動
を余儀なくされる民間金融機関の活動を補完するという
見地から、中小企業の皆さまに事業資金を安定的に供給
しています。

（前年比、%）

昭和53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24（年度・四半期）平成元
-20

-10

0

10

20

30

中小企業向け貸出残高伸び率(対前年同期比)

日本公庫中小企業事業（旧中小公庫）

は金融引締め期

中小企業
定義変更

金融システム不安

BIS規制

リーマン・ショック

金融引き締め期には民間が後退
（日本公庫中小企業事業の資金供給が増加）

国内銀行
（注）	1.	�国内銀行は中小企業向けの事

業資金貸出残高で、銀行勘定の
み。また、平成5年度以降は当
座貸越を含むベースで算出して
います。平成2年度以降は第二
地銀を含みます。

	 2.	�国内銀行については、平成8年
9月以前は全国銀行ベースで算
出しています。

	 3.	�平成12年4月に中小企業の定
義が変更されたため、平成12
年6月〜平成13年3月の国内
銀行の伸び率は、新基準と旧基
準の比率等をもとに日本公庫に
おいて試算しています。

（資料）日本銀行「金融経済統計月報」
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時代の要請に応じて
政策性の高い特別貸付の推進に取り組んでいます。

政策性の高い特別貸付を推進
　特別貸付は、ベンチャー、事業再生、海外展開、セーフ
ティネットなどの分野や、地域経済の活性化、環境対策、災
害対策、雇用確保に貢献する設備投資の喚起など、民間金
融機関だけでは十分に対応できない分野に対し、資金を供
給して政策誘導を行うために設けられているものです。

　平成24年度においては、東日本大震災からの本格復
興や世界的な金融危機に対し、セーフティネット機能を機
動的に発揮し、経営環境の悪化により資金繰りに困難をき
たしている中小企業の皆さまを全力で支援しました。

金額
2兆957億円

融資実績の内訳（平成24年度）

企業再生 791億円 3.8%
その他 6億円 0.0%

新企業育成
982億円 4.7%

企業活力強化
3,540億円
16.9%

環境・エネルギー
対策
1,141億円
5.4%

セーフティネット
1兆1,547億円 
55.1%

東日本大震災復興
2,950億円

14.1%

（注）融資には、社債を含みます。総融資実績から代理貸付、設備貸与機関貸付
及び投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

特別貸付融資実績の推移

平成19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

20,957

8,547

13,625

32,089

26,721

20,449

（億円）

（注）融資には、社債を含みます。総融資実績から代理貸付、設備貸与機関貸付
及び投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。

 経済・社会の動きと中小企業事業が果たした役割

昭和39（1964）年 オリンピック東京大会開催 輸出製造業向け貸付･････････････････77億円（昭和39年度）

近代化促進貸付 ･･･････････････････355億円（昭和45年度）

国際経済調整対策等特別貸付 ･････1,862億円（昭和61年度）
消費税導入円滑化貸付 ･･･････････ 3,325億円（平成元年度）

災害復旧貸付 ････････････････････ 1,071億円（平成7年度）
金融環境変化対応特別貸付 ･･･････3,369億円（平成10年度）

IT活用促進資金･･････････････････1,593億円（平成16年度）
地域活性化・雇用促進資金･････････2,151億円（平成17年度）
新事業活動促進資金 ･････････････1,252億円（平成19年度）
セーフティネット貸付 ･････････････9,258億円（平成20年度）

28,186億円（平成21年度）

昭和45（1970）年 万国博覧会、大阪で開幕

昭和60（1985）年 プラザ合意～急激な円高が進行
平成元（1989）年 消費税導入　

平成7（1995）年 阪神・淡路大震災、大災害をもたらす
平成9（1997）年 北海道拓殖銀行、山一證券　破綻　

平成17（2005）年 ペイオフ全面解禁
平成18（2006）年 ゼロ金利政策の解除
平成19（2007）年 米国のサブプライム問題発生
平成20（2008）年 米リーマン・ブラザーズが経営破綻

1960～

1970～

1980～

1990～

2000～

（注）貸付制度名は、取扱い終了時または平成25年3月31日現在のものです。

セーフティネット貸付 ･･･････････ 22,038億円（平成22年度）
東日本大震災復興貸付･･････････ 12,155億円（平成23年度）

平成23（2011）年 東日本大震災、大災害をもたらす 2010～

経済・社会の動き 中小企業事業の果たした役割～特別貸付の実績（注）～ 

返済条件緩和に柔軟に対応し、民間金融機関とともに金融円滑化への取組みを推進
　中小企業事業では、政策金融機関として、資金繰りにお
困りのお客さまのニーズに応じて、既存借入の返済条件
の緩和に柔軟に対応しています。また、民間金融機関と

の連携を深めつつ、内部体制の整備やお客さまへの周知
などを徹底し、金融円滑化への取組みを一層推進してい
ます。
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信用補完機能の発揮

信用保証制度と一体となり、
中小企業・小規模事業者の皆さまの事業資金の円滑な調達を支えています。

信用保険制度の役割
　中小企業事業は、担保力や信用力の乏しい中小企業・
小規模事業者の皆さまが金融機関からの借入または社債
の発行などにより事業資金調達を行う際に、信用保証協
会が行う債務の保証（信用保証）について保険を行ってい
ます。信用保険制度は、中小企業の振興を図ることを目
的として、中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）
などに基づき、中小企業・小規模事業者の皆さまの借入な

どの保証について保険を行う制度です。この信用保険制
度と信用保証制度が一体となって機能することにより、中
小企業・小規模事業者の皆さまに対する事業資金の供給
の円滑化が図られています。このような仕組みは「信用補
完制度」と呼ばれており、国の中小企業金融政策の重要
な一翼を担っています。

 信用補完制度概略図

信用保証協会（注）
（52協会）

日本公庫
中小企業事業

金融機関 信用保証

融資

回収

代位弁済

包括保険

回収

保険金支払

中小企業・
小規模事業者
の皆さま

（注）信用保証協会
信用保証協会法に基づく特殊法人。全国に52協会あり、中小企業者の金融機関からの借入などによる債務について保証を行っており、中小企業者の債務不履行に対し代位弁済
を行い、以後中小企業者から回収を行います。政府及び地方公共団体の監督を受けており、地方公共団体からの出捐金と金融機関からの負担金を受け入れています。

［信用保証制度］ ［信用保険制度］

中小企業の約4割が信用補完制度を利用
　平成25年3月末現在、信用保証協会が保証している融
資など（保証債務残高）は約32兆円で、中小企業向け貸
出しの約13%が信用保証制度の利用によるものとなって
います。
　信用保証制度は約150万の中小企業・小規模事業者の
皆さまに利用されており、中小企業の約36%が信用保証

制度を利用して資金調達を行っていることになります。
　信用保険制度は、このような保証について保険を行うこ
とで中小企業・小規模事業者の皆さまの円滑な資金調達
を支えることにより、経営の安定と事業の成長・発展に貢
献しています。

全国52信用保証協会の保証債務残高の推移と保証利用率

（兆円）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

24年度23年度22年度21年度平成20年度

32.0

保証利用企業数 150万社
中小企業数 420万社

保証利用率
約36％

（注）保証利用率：保証利用企業
数を中小企業数で除したも
のです。

平成24年度 保証利用率(注)
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信用補完制度は、
国の経済対策などにおける重要な施策として活用されています。

急激な環境変化に即応したセーフティネット機能を発揮
　「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び
助成に関する法律」に基づく「東日本大震災復興緊急保
証」、昨今の経済・金融情勢を踏まえた「セーフティネット
保証」が全国の信用保証協会で実施され、中小企業事業

では当該保証について保険を引き受けることにより、東日
本大震災、国際的な金融不安、経済収縮による悪影響に
より資金繰りに支障をきたしている中小企業・小規模事業
者の皆さまの資金調達に貢献しています。

0

5

10

15

24年度
下半期

24年度
上半期

23年度
下半期

23年度
上半期

22年度
下半期

22年度
上半期

21年度
下半期

21年度
上半期

20年度
下半期

20年度
上半期

19年度
下半期

平成19年度
上半期

（兆円）

保険引受実績の推移

6.8
5.9 5.6

13.0

7.6
8.5

6.1
7.2

6.1
4.9 4.6 4.7

信用補完制度の持続的な運営基盤の確立に向けた保証協会など関係機関との連携強化
　中小企業事業では、信用保証協会、経済産業局などへ
の情報提供や意見交換などを通じ、関係機関との緊密な関
係を構築しつつ、健全な制度運営の推進を図っています。
　今後も、金融円滑化法終了の影響などによる保険引受
リスクの高まりを踏まえ、持続可能な制度運営に向けた取
り組みに係る連携を推進します。

情報提供等

情報提供等

情報
提供
等

監督･検査･指導

保証
契約

保険契約
連
携

保証・経営支援

融資･経営支援

監督･検査･指導

日本公庫
中小企業事業

経済産業局
財務局

中小企業・
小規模
事業者
の皆さま

保証協会

金融機関
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災
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復
興
支
援

災害復興支援

災害による被害を受けた中小企業の皆さまの
復旧・事業再開に向け、資金繰りなどの支援をしています。

災害復興支援の融資実績
　中小企業事業では、地震や台風などの自然災害により被害を受けた中小企業の皆さまへの対応として、特別相談窓口
を開設するとともに、災害復旧貸付を実施し、復旧・事業再開に向けた支援を行っています。

 災害復興支援の貸付状況（平成25年3月末までの累計）

発生時期
災害名 主な被災地

貸付実績
年 月 件数 金額（億円）

平成7 1 阪神・淡路大震災 大阪府、兵庫県 3,906 1,748
平成16 7 豪雨災害 福井県 38 9

10 豪雨及び暴風雨災害 京都府、兵庫県 35 7
10 中越地震 新潟県 135 37

平成19 7 新潟県中越沖地震 新潟県 25 4
平成23 3 東日本大震災 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 21,887 15,190

東日本大震災への対応
東日本大震災で被災された中小企業の皆さまの復旧支援・事業再開に向け、以下の対応をしています。
1　�全国の支店に「東日本大震災に関する特別相談窓口」を設置し、被害を受けた中小企業の皆さまからの融資相談及び
返済相談に対応しています。

2　�本災害により特に著しい被害を受けられた中小企業の皆さまに対し、「災害復旧貸付」の利率引下げを実施しています。
3　�東日本大震災に端を発した計画停電の影響や福島県の原発問題に伴う風評被害などにより、中小企業の皆さまの経
営環境の悪化が懸念されることから、一定の要件に該当する方には、利率引下げの措置などを実施しています。

4　�本災害により被災した中小企業の皆さまからの返済相談については、被災者の皆さまの個別の状況を踏まえた親身
な応対と負担の軽減に努めています。

東日本大震災復興特別貸付
　平成23年度第1次補正予算の成立を受け、中小企
業の皆さま向けの融資制度「東日本大震災復興特別
貸付」を平成23年5月23日から実施してします。
　本融資制度は、東日本大震災の発生を受けて創設
された貸付制度であり、既存の複数の融資制度を一

本化し、融資限度額や金利引き下げ措置などを大幅
に拡充したものです。直接・間接的に被害を受けた
方に加え、風評被害などによる影響から資金繰りが著
しく悪化している方も貸付対象としています。

利用対象者（注1） 融資限度額 融資期間（据置期間） 融資利率

◆ �震災により直接被害を受けた方
◆ �原発事故に係わる警戒区域等（注2）
内に事業所を有する方

3億円（別枠）

設備資金20年以内（5年以内）
運転資金15年以内（5年以内）

被害証明書等の発行を受けた方は、
● �基準利率より0.5%引下げ
● �融資後3年間は、1億円まで基準利率より
1.4%引下げ

間接被害を受けた方
（上記対象者の方と一定以上の取引
がある方）

設備資金15年以内（3年以内）
運転資金15年以内（3年以内）

被害証明書等の発行を受けた方は、
● �基準利率
● �融資後3年間は、3千万円まで基準利率より
最大0.9%引下げ

その他震災の影響により、売上等が
減少している方など（風評被害等に	
よる影響を含む）

7億2千万円（別枠） 設備資金15年以内（3年以内）
運転資金8年以内（3年以内） 基準利率

（注1）特定被災区域に事業所を有し事業活動を行う方。
（注2）警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域。

政策性の発揮
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経営環境や金融環境の変化などに対応し、
中小企業の皆さまの資金繰りを支援しています。

セーフティネット貸付の融資実績
　平成24年度は、東日本大震災の被災地域の本格復興
に向けた対応に加え、円高、自然災害等の発生の影響に
より厳しい状況にある中小企業の皆さまに対して、円滑な
資金供給を行いました。
　平成24年度の「セーフティネット貸付（震災セーフ
ティネットを含む）」の融資実績は、19,428件（前年度比
86.4%）と減少したものの、経済危機前（平成19年度）と
の比較では、件数で182.2%となっており、経営環境の変
化に伴うセーフティネット需要に、適切に対応しました。
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

24年度23年度22年度21年度20年度平成19年度

セーフティネット貸付の融資実績

10,661

15,753

37,037

31,023

22,492
19,428

（件）

 セーフティネット貸付の概要

ご融資の種類 ご利用いただける方 ご融資限度額 ご返済期間

経営環境変化対応資金 社会的、経済的環境の変化等外的要因により、一
時的に売上の減少等業況悪化を来している方 7億2千万円 運転資金5年以内（特に必要な場合8年

以内）
設備資金15年以内金融環境変化対応資金 金融機関との取引状況の変化により、資金繰りに

困難を来している方
3億円
（別枠）

取引企業倒産対応資金 関連企業の倒産により経営に困難を来している方 1億5千万円
（別枠）

運転資金5年以内（特に必要な場合8年
以内）

 特別相談窓口を設置し、中小企業の皆さまのご相談に迅速に対応しています。
　当事業では、地震、大雨、暴風雪などの災害の発生、大
型の企業倒産など不測の事態が発生した場合、直ちに特
別相談窓口を設置し、影響を受けた中小企業の皆さまか

らの融資や返済条件の緩和などのご相談に迅速に対応し
ています。

 現在設置中の主な特別相談窓口（平成25年6月現在）

窓口数 主な窓口名 設置年月

災害関連 8
平成23年タイ洪水被害に関する特別相談窓口 平成23年11月
東日本大震災に関する特別相談窓口 平成23年3月

その他 5
エルピーダメモリ株式会社関連特別相談窓口 平成24年2月
円高等対策特別相談窓口 平成22年9月
『生活対策』中小企業金融緊急特別相談窓口 平成21年1月

セーフティネット機能の発揮政策性の発揮
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ベンチャービジネスなど、新たな事業への取組みを
積極的に支援しています。

新事業育成資金の融資実績
　中小企業事業は、ベンチャー企業など、高い成長性が
見込まれる新事業に取り組む中小企業の皆さまを支援す
る特別貸付「新事業育成資金」に積極的に取り組んでお
り、現行の制度がスタート（平成12年2月）してからの累
計実績は5,981社・2,575億円にのぼっています。（平成
25年3月末時点）

年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
融資社数・	
金額 ６53社 ２46億円 ６３６社 ２３１億円 686社 283億円

（うち知財	
活用（注）） ３54社 １23億円 ３６１社 １３０億円 398社 159億円

（注）�知財活用支援融資は、他の企業において活用されていない知的財産権（特許権、実
用新案権等）を活用し、高い成長性が見込まれる新事業に取り組む中小企業の皆さ
まを支援するものです。

 資本性ローンの利用状況
　資本性ローン（制度名：「挑戦支援資本強化特例」）は、
新事業等に取り組む中小企業の財務体質の強化を図るた
めに資本性資金を供給する制度で、平成20年４月より取
扱いを開始したものです。
　本特例制度は、無担保・無保証人、融資期間7年、10年
または15年の期限一括償還型で、融資後１年ごとに直近
決算の業績に応じた利率が適用されるほか、本特例によ
る債務については、金融検査上自己資本とみなすことが
できます。

 資本性ローン（新事業型）

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
社数 98社 142社 241社
金額 43憶円 44億円 134億円

 新株予約権付融資（株式公開基準）の利用状況
　「新事業育成資金」には、担保力の乏しいベンチャー企
業などを対象として、企業が新たに発行する新株予約権
を中小企業事業が取得することにより無担保資金を供給
する制度があります。

 新株予約権付融資

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
社数 18社 14社 16社
金額 6.3億円 5.8億円 5.2憶円

資本性ローン、新株予約権付融資を活用した無担保融資でイノベーションの担い手となる中小企業を支援

（株）インテリジェントセンサーテクノロジー 民間金融機関資本性ローン等を受けて継続支援

「資本性ローン」
「新株予約権付融資」

日本公庫厚木支店

九州大学 ＪＳＴ

共同開発 研究開発資金

　厚木支店中小企業事業は、新事業に取り組む工業
計器製造業者である株式会社インテリジェントセン
サーテクノロジーに対して、「新事業育成資金」を活用
した融資を実施しました。本件においては、資金繰り
安定化を図りつつ資本を増強するための資本性ローン
と、当公庫が取得した新株予約権を、株式公開時に時
価で企業の経営者などが買い戻す仕組みを活用した
新株予約権付融資制度を同時に活用しております。
　同社は、九州大学での研究成果を基に、（独）科学技
術振興機構（ＪＳＴ）（注）の支援を受けながら、製品の改

良を行い、これまでに官公庁や大手食料品メーカー等
に対し、約300台以上の販売実績があります。同社の
味覚センサーでは、苦味、うま味、雑味、キレといった
最大11種類の味覚項目を数値化し、味を測ることが
可能で、今後については、大手医薬品メーカーや食料
品メーカーのマーケティング部門等からの受注増加が
見込まれ、高い成長が期待されます。
（注）�日本公庫とＪＳＴは、産学連携活動等に基づく新産業の創出や中小・ベンチャー

企業の成長・発展を支援するため、平成23年8月29日に「業務連携・協力に
関する覚書」を締結しています。

新たな事業への取組み支援政策性の発揮
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海外展開する中小企業の皆さまを
資金と情報の両面から積極的に支援しています。

海外展開資金の融資実績
　中小企業事業では、約5,600社のお取引先現地法
人が海外で活躍しており、中小企業の皆さまの海外
展開を支援する「海外展開資金」に積極的に取り組ん
でいます。平成24年度の実績は474社、341億円と
なっており、多くの中小企業の皆さまにご利用いただ
いております。

474社
341億円

178社

224社

102社

19社
53社

51社

38社

33社

中国

アセアン
タイ
ベトナム
インドネシア
アセアン
その他

アメリカ

その他

海外展開資金の融資実績（投資国別）（平成24年度）

スタンドバイ・クレジット制度による現地流通通貨建て資金調達の支援
　中小企業事業では、平成24年度からスタンドバイ・クレジット制度の取扱いを開始し、海外金融機関との業務提携を行っ
ております。

スタンドバイ・クレジット制度について
　スタンドバイ・クレジット制度は、中小企業の皆さまの
海外現地法人等が、公庫と提携する海外金融機関から
現地流通通貨建て長期資金の借入れを行う際、その債
務を保証するために日本公庫がスタンドバイ・クレジット

（信用状）を発行することで、円滑な資金調達を支援す
るものです。本制度をご活用いただくことで、現地流通
通貨の調達や為替リスクの回避、海外金融機関が有す
る各種金融サービスの利用を図ることができます。

提携先海外金融機関（注） （国名の五十音順） ＜スタンドバイ・クレジット制度の仕組み図＞
国名 海外金融機関名

インドネシア バンクネガラインドネシア
シンガポール ユナイテッド・オーバーシーズ銀行
タイ バンコック銀行
大韓民国 國民銀行
フィリピン メトロポリタン銀行
ベトナム ベト・イン・バンク
マレーシア ＣＩＭＢ銀行

（注）平成２５年６月末日時点。提携先は、順次拡大予定。

海
外
金
融
機
関

（
子
会
社
）

海
外
現
地
法
人
等

（
親
会
社
）

国
内
の
中
小
企
業

日
本
政
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金
融
公
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信用状の
発行依頼

信用状の
発行

融資申込み

現地流通
通貨建て
融資

中小企業事業のお取引先現地法人数（平成25年3月末）

中国
2,897社
(51.6%)

アセアン
1,486社
(26.5％)

北米
447社
(8.0％)

その他
781社
(13.9％)

5,611社
(100%)

アセアン諸国（内訳）
タイ 560社
ベトナム 259社
インドネシア 197社
マレーシア 172社
シンガポール 146社
フィリピン 124社
その他 28社
合　計 1,486社

中国（内訳）

長江デルタ
上海市 543社
江蘇省 289社
浙江省 133社

環渤海 遼寧省 181社
山東省 126社

珠江デルタ 広東省 207社
香港 364社
その他 1,054社
合　計 2,897社

海外展開企業への支援政策性の発揮
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海外駐在員事務所や海外関係諸機関と連携し、
海外展開に関する経営課題の解決支援や、国内・海外のセミナー、商談会の開催などにより、
中小企業の皆さまの海外におけるビジネスチャンス拡大をサポートしています。

海外経営課題の解決支援
　中小企業事業では、海外駐在員事務所（バンコク、上海）や海外関係諸機関と連携し、中小企業の皆さまの海外展開に
おける経営課題の解決支援を行っております。

経営課題の解決に向けた支援事例（上海駐在員事務所）
経営課題
　表面保護フィルムの技術を利用して、老人介護関連製品（おむつ処理機）を開発したA社は、今後事業展開を図
るうえで販売市場の開拓に課題を抱えていました。検討の結果、13億の人口を持ち、かつ急速に高齢化を迎えて
いる中国が新たな販売市場の候補として挙がり、中国での現地法人設立手続き等について、中小企業事業の取引
支店に情報提供の依頼がありました。
支援内容
　中小企業事業の取引支店の勧めにより、A社は上海駐在員事務所を訪問し、現地法人設立手続き等につき説明
を受けました。その後、展示会に出展するなど市場調査を実施した結果、まずは情報収集の拠点として事務所を設
置することとなり、中小企業事業では、A社に対して融資（「海外展開資金」）を実施しました。

海外の中小企業支援機関との連携

 APEC域内中小企業支援金融機関との連携
　APEC域内の中小企業支援金融機関との連携を図るた
め、中国国家開発銀行、タイ中小企業開発銀行（SME銀
行）、など域内13金融機関でAPEC MOU（注）を締結して
おり、毎年開催される年次会合に参加し、中小企業の支援
策などについての情報交換を行っています。
（注）�アジア太平洋協力会議（APEC）域内の中小企業金融に携わる金融機関間の協力に

関する覚書

第9回APEC MOU 年次会合（マニラ）

 ACSIC加盟機関との連携
　中小企業事業は、韓国信用保証基金、インドネシア信
用保険公社、タイ信用保証公社など16機関が加盟する
ACSIC（アジア中小企業信用補完制度実施機関連合）に
加盟しており、毎年開催される会議に参加し、信用補完制
度実施機関との相互交流を積極的に図っています。
　ACSIC創設25周年の節目となる第25回会議は日本
公庫と全国信用保証協会連合会の共催により11月に横
浜で開催されました。今回は9カ国1地域15機関から
120名が参加し、盛大な会議となりました。
　また本会議では、各加盟機関が抱える信用補完制度の
将来へ向けた課題を記録した記念誌『ACSIC25年のあ
ゆみ』を刊行しました。

第25回ACSIC会議（横浜）

Japan

Taiwana

Nepal

The Philippinese 

Malaysia

Korea

Thailandd

Indonesiad
Papua New Guinea

India

Sri Lankaa

ア ジ ア 中 小 企 業 信 用 補 完 制 度 実 施 機 関 連 合

ACSIC

ア ジ ア 中 小 企 業 信 用 補 完 制 度 実 施 機 関 連 合

Asian Credit Supplementation Institution Confederation

Asian Credit Supplementation Institution Confederation

ACSIC

25年のあゆみ
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日本国内における海外展開セミナーの開催
　平成24年7月、名古屋支店中小企業事業は、地域金
融機関、中小企業基盤整備機構と連携し、「海外展開セミ
ナー」を開催しました。
　本セミナーでは、中小企業基盤整備機構による「ミャン
マーの経済状況とビジネス環境」をテーマとした講演や、
また各機関から中小企業の海外展開に対する支援制度の
説明が行われました。

名古屋支店　海外展開セミナー

海外におけるビジネス商談会、交流会の開催

 日タイビジネス商談会
　中小企業事業は、お取引先現地法人と地場企業のビジ
ネスマッチングの場として、タイの中小企業向け政策金融
機関であるタイ中小企業開発銀行（SME銀行）と共同で、
バンコクにおいて、ビジネス商談会を開催しています。7
回目となった平成25年2月の商談会では、昨年に続き、
盤谷日本商工会議所の協力を得て開催。SME銀行が紹
介するISOなどの公的資格を有する地場企業などと、お
取引先現地法人あわせて129社が参加し、活発な商談が
行われました。

ビジネス商談会の様子

 台湾取引先現地法人交流会
　中小企業事業では従来、お取引先現地法人の経営課
題解決支援及び交流・情報交換の場として、中国主要都市
（上海、大連等）でセミナー・懇親会を開催してきました。
上海に駐在員事務所を開設（平成23年9月）したことを契
機に開催地を拡大し、平成24年11月、公益財団法人交
流協会台北事務所及び台北市日本工商会の後援を得て、
台湾にて初めてのセミナーを開催しました。本セミナーで
は、「労務管理のノウハウ」「企業組織論」について各専門
家が講演を行い、約40名が参加しました。 セミナーの様子
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企業再建・事業承継支援

中小企業の再生や事業承継に向けた取組みを
資本性ローンなどを活用して積極的に支援しています。

企業再生貸付の融資実績
　中小企業事業は、事業の再生、経営再建や事業承継に
取り組む中小企業の皆さまを支援する特別貸付「企業再
生貸付」に積極的に取り組んでいます。

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
融資社数 844社 808社 948社
金額 582億円 646億円 791億円

公的再生支援機関との連携実績
　全国の中小企業再生支援協議会が平成24年12月末
までに再生計画策定支援を完了した3,584社のうち、中
小企業事業は約3分の1にあたる1,217社の支援に関与
しました（平成24年12月末現在の累計実績）。

中小企業再生支援協議会の	
再生計画策定完了案件数

（累計）

日本公庫中小企業事業が
支援に関与した案件数（累計）

うち融資による支援
3,584社 1,217社（33.9%） 213社

（注）平成24年12月末時点

公的再生支援機関・民間金融機関と連携して企業再生融資（資本性ローン型）を実施

既存債権の劣後化
（「再生支援協議会版資本的借入金」）

新規融資
「資本性ローン」

・事業再生をサポート
・関係機関との調整  支援先企業

再生支援協議会

＜公的機関＞ ＜民間金融機関＞

＜政府系金融機関＞ 

日本公庫秋田支店

北都銀行

財務体質を強化・事業再生を加速

　秋田支店中小企業事業は、秋田県中小企業再生支
援協議会が再生計画の策定支援を行っている運送業
者に対して、資本性ローン型の「企業再建・事業承継支
援資金」を適用し、融資を実施しました。
　なお、本件では、地元地銀（北都銀行）と協調融資を

行っており、本融資の活用により、同社の財務体質が
強化され、民間金融機関及び協議会と連携した支援を
実施することで同社の再生を加速させていきます。
　中小企業事業は、今後とも中小企業の皆さまの事
業再生を積極的に支援していきます。

政策性の発揮



日
本
政
策
金
融
公
庫	

2
0
1
3	

中
小
企
業
事
業

中
小
企
業
事
業
の
役
割
と
特
色

17

政
策
性
の
発
揮	

▼	

企
業
再
建・事
業
承
継
支
援

 再生支援の実績

（a）
23年度
実績

（b）
24年度
実績

（b）÷（a）
前年
同期比

貸出条件緩和先の正常化に向けた支援 191社 466社 244%
(1)�貸付対応による正常化支援 21社 61社 290%

(2)�金融支援手法活用による
再生支援

DDS(注1)等による抜本再生 21社 72社 343%
金利減免等による再生 112社 264社 236%

(3)�実抜計画(注2)等による債務者区分のランクアップに伴う融資先の
信用強化（収支・財務体質の改善、金融機関からの支援の強化） 37社 69社 186%

経営改善計画策定支援
<顧客企業による主体的な策定の支援> － 677社 －

（注1）債務の一部を金融検査マニュアル上自己資本とみなせる資本的劣後ローンに転換し、債務超過解消を図る金融支援手法
（注2）実現可能性の高い抜本的な経営改善計画の略

再生支援の実例（DDS）
　株式会社ヤマニシは、東北地区トップクラスの事業
規模を誇る造船・船舶修理業者です。東日本大震災に
より生産設備、建造中の仕掛船舶等に多大の被害を受
け、経営環境は極めて厳しい状態に陥っておりました。
　このため、株式会社企業再生支援機構（現株式会社
地域経済活性化支援機構）による支援決定の下、取引
金融機関は事業再生計画に基づく金融支援を実施し

ており、日本公庫は新造船事業の復旧に必要な設備資
金を供給するとともに、既往債務のDDS（デッドデッド
スワップ）にも取り組み、同社の復旧を更に後押しして
おります。なお、株式会社東日本大震災事業者再生支
援機構による支援決定の下、同機構が船舶事業の復
旧に必要な出資も実施しております。

＜支援スキーム図＞ 

（株）ヤマニシ

株式会社企業再生支援機構
（現 株式会社地域経済活性化支援機構）

株式会社東日本大震災事業者再生支援機構

日本公庫仙台支店

取引金融機関等

支援決定

金融支援

支援決定

DES機能の追加について
　平成25年6月に株式会社日本政策金融公庫法が改
正され、再生に取り組む中小企業の皆さまへの支援を
強化するため、DES（Debt Equity Swap：債務の株
式化）機能を追加しました。
　DESとは、企業の債務（デット）を資本（エクイティ）
に交換する（スワップ）ことです。再生の見込みがある

企業に対する貸付金を株式に振り替えることで、その
企業の財務内容を改善し、事業再生を促進するもの
です。
　中小企業再生支援協議会の関与等公正な手続きの
もと、民間金融機関等と協調してDESを実施できる方
が支援の対象となる予定です。
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新連携・地域資源活用・農商工連携

異分野の中小企業と連携した事業活動（新連携）、地域産業資源を活用した事業活動、
中小企業者と農林漁業者が連携した事業活動（農商工連携）を積極的に支援しています。

新連携・地域資源活用支援・農商工連携支援融資の実績
　中小企業事業では、異分野の中小企業と連携した事業
活動（新連携）、地域産業資源を活用した事業活動、中小
企業者と農林漁業者が連携した事業活動（農商工連携）
などを支援する「新事業活動促進資金」に積極的に取り組
み、地域の活性化を支えています。

 平成24年度融資実績

新連携 地域資源活用支援 農商工連携支援
融資社数 50社 41社 43社
金額 6億円 2億円 3億円

新連携により新たな事業を開拓する中小企業を支援
　中小企業事業では、「新連携支援融資」（制度名：新
事業活動促進資金＜新連携関連＞）を、電子黒板やタッ
チパネルのメーカーであるA社に適用し、融資を実施
しました。
　本新連携計画は、A社を含めた中小企業者3社を構
成メンバーとする連携体が、低価格で国際的な競争力
を持つタッチパネルの製造販売に取り組むものです。

中小企業事業において、新連携計画の認定取得を要
件とする本特別融資の適用を決定し、融資を実施しま
した。
　A社では、台湾、中国のパソコンメーカーや電子黒
板メーカーへの出荷が始まっており、販売拡大が期待
されます。

ホロスクリーンに応用

大型スクリーン向けカメラ方式タッチパネル
カメラ方式の基本原理上部両端のふたつのセンサーを利用した三角測量方式により、
効率的かつ精度が高く座標を拾える方式です。

ホロスクリーン用タッチパネル

政策性の発揮
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証券化支援

証券化手法を活用し、中小企業の皆さまへの
無担保資金の円滑な供給・資金調達手段の多様化を支援しています。

証券化手法を活用し、民間金融機関等による無担保資金の円滑な供給を支援
　中小企業金融の円滑化を図るという観点から、中小企
業向け貸付債権等の証券化が行われています。
　中小企業事業は、証券化の手法を活用することで、民
間金融機関等による中小企業の皆さまへの無担保資金の
円滑な供給及び中小企業の皆さまの資金調達手段の多
様化を支援しています。また、信用リスク、審査、証券化
事務等を適切に負担することで、民間金融機関等が利用

しやすい証券化手法を提供しています。
　証券化支援業務では、買取型、保証型等の手法を活用
し、平成16年7月の業務開始から平成25年3月末まで
の累計で延べ161の金融機関と連携して、延べ7,439社
の中小企業の皆さまに対する2,188億円の無担保資金
の供給を支援しました。

 資金供給の状況（平成16年7月～平成25年3月末までの累計）

買取型
（キャッシュ型）

買取型
（シンセティック型） 保証型 自己型（注1） 合計

組成件数 10件 4件 6件 7件 22件（注2）

社　数 2,317社 2,814社 2,308社 1,752社 9,191社
金　額 538億円 707億円 944億円（注3） 926億円 3,115億円
参加金融機関 89機関 65機関 ７機関 － 161機関

都市銀行 １機関 － ２機関 － ３機関
地銀・第二地銀 36機関 20機関 － － 56機関
信用金庫 46機関 42機関 １機関 － 89機関
信用組合 6機関 3機関 － － ９機関
その他 － － ４機関 － ４機関

（注1）日本公庫自らが貸し付けた貸付債権または取得した社債を証券化する業務。
（注2）全27件のうち5件は買取型と自己型の合同組成。
（注3）貸付債権元本総額を表示。保証実績は661億円（貸付債権元本総額944億円の７割保証）。

 ＣＬＯマーケットの整備・発展に貢献しています
　中小企業事業の証券化支援業務による中小企業CLO
（中小企業向け貸付債権等を裏付け資産とする資産担保
証券等）の発行規模は、本業務を開始した平成16年度以
降、累計2,817億円（注4）に上っています。

　中小企業事業は中小企業CLOの組成に努め、発行時
及び期中での情報開示も積極的に行いながら、CLOマー
ケットの整備・発展に貢献しています。
（注4）中小企業事業及び参加金融機関が保有している部分を除いた金額。

中小企業事業が占める中小企業CLOに係る組成金額の割合
（平成16年度～平成24年度）

1兆2,313億円
（100％）

中小企業事業
3,115億円

25%

その他
9,198億円
75％

中小企業事業が占める中小企業CLOに係る組成件数の割合
(平成16年度～平成24年度）

中小企業事業
22件
43％

51件
(100%)

その他
29件
57％

政策性の発揮
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経営課題の解決支援

継続的な経営課題の解決支援を通じて、
お取引先の成長・発展をサポートしています。

フェース・ツー・フェースで経営課題の解決を支援
　中小企業事業は、融資時だけでなく融資後においても、
経営者の方とのフェース・ツー・フェースの対話を通じて
個々の企業の経営課題を把握し、お取引先が発展してい
くために必要な情報の提供や経営に関するアドバイスを
継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関する
ノウハウや全国約5万社のお取引先の情報をデータベー
ス化した独自のシステム「RIP（注）システム」を構築し、顧客

支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じ
た、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生
きた情報」の提供と目利き能力を活かしたアドバイスによ
り、お取引先の皆さまをバックアップしています。
（注）�RIPとは、お取引先との対話を通じ、信頼関係（Relationship）を深めつつ、お

取引先と日本公庫中小企業事業の知恵（Intelligence）を活かし、積極的な提案
（Proposal）を行うことで、中小企業の皆さまの成長・発展を支援しようとする当
事業の姿勢を表現したものです。

 RIPシステムを活用した顧客支援サービス

中
小
企
業
の
皆
さ
ま

顧客支援サービス
◇わかりやすい企業診断
◇SWOT分析
◇マッチング　等

企業経営のレベルアップ

日
本
公
庫
中
小
企
業
事
業

RIPシステム

対 話

対 話

対 話

 平成24年度実績

主要なもの 件
わかりやすい企業診断 35,364
SWOT分析 11,965

情報提供・ネットワークの活用
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顧客支援サービスの内容

 わかりやすい企業診断
　中小企業事業のお取引先約５万社のデータに基づく同
業者比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、
付加価値分析など、お取引先の財務を多面的な角度から
分析する「わかりやすい企業診断」を提供しています。

わかりやすい企業診断

 SWOT分析
　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(weakness)
事業を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)
を明確化したＳＷＯＴ分析により、お取引先の経営戦略策
定をサポートしています。

SWOT分析表

 経営に役立つ情報の提供
　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」を発行し、お客さ
まに役立つ情報を随時ご提供しています。

経営情報
　中小企業施策や制度融資のご案内、海外展開に関する
情報など、企業経営に役立つトピックスをコンパクトにま
とめたリーフレットです。

ＪＦＣ中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事や総合研究所の調
査資料など、経営の参考になる情報がカラーで見やすく
掲載された情報誌です。

ＪＦＣ中小企業だより

経営情報

2012年版
中小企業白書のポイント

～試練を乗り越えて前進する中小企業～

　中小企業の景況は、東日本大震災後、持ち直してきましたが、これまでの円高、燃料価格の高騰、

電気料金の引上げ、電力需給のひっ迫等の影響が懸念され、2012 年に入って横ばいの動きとなって

います。　今回の白書では、第１部でこうした状況を概観し、中小企業の動向について分析しています。

　また、第２部では、中小企業が持つ潜在力を発揮して、（１）大震災からの復興に中心的な役割を果

たしている中小企業、（２）国内外の成長機会を取り込み、事業活動を行う中小企業（海外展開企業、

女性の事業活動）について分析しています。

　さらに、第３部では、中小企業が、経営資源の充実にどのように取り組んでいく必要があるかにつ

いて、技術力及び経営力の維持・強化の観点から分析しています。

　今回は、その中から、テーマを絞ってご紹介します。

　中小企業の業況判断DI ※は、大震災直後の2011年４–６月期に大きく落ち込んだ後、同年７–９

月期には持ち直しましたが、その後は円高、燃料価格の高騰、電気料金の引上げ、電力需給ひっ

迫等の影響が懸念され、おおむね横ばいの動きとなっています（図表１）。

　なかでも、記録的な円高の進行は、輸出を行わない国内市場向けの中小企業にも影響を及ぼし

ており、円高によってマイナスの影響を受けたと答える企業の割合が増加しています（図表２）。

※�業況判断DIは、前期に比べて、業況が「好転」と答えた企業の割合（％）から、「悪化」と答えた企業の割合（％）を

引いたもの。

経
営
情
報

2012.6.26NO.382

中小企業事業

最近の中小企業の動向

図表１　中小企業の業況判断DIの推移

図表２　円高の影響

（DI、前期比季節調整値）
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資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

（注）   全国の商工会、商工会議所の経営指導員及び中小企業団体中央会の調査員による聴き取り調査。
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資料：（株）日本政策金融公庫「中小企業景況調査」から作成

（注）   １．「業種柄影響を受けない」と回答した企業を除く。

　　   2．輸出ありは、直接輸出又は間接輸出を行う企業を集計している。

　　   3．構成比及び回答企業数とも年平均の数字である。
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中小企業の海外現地法人における資金調達

　日本公庫中小企業事業では、海外に現地法人を有する中小企業事業のお取引先を対象に、毎年、「取

引先海外現地法人の資金ニーズ等調査」を実施しています。本調査は、お取引先の海外での資金ニー

ズや事業展開の状況を把握し、調査結果を活用して中小企業の皆さまを資金面、情報面でサポートさ

せていただく趣旨で実施しているものです。

　今回は、最新の「取引先海外現地法人の資金ニーズ等調査」から、取引先海外現地法人における資

金調達に関する調査結果に焦点を当ててその現状をご報告するとともに、海外現地法人の資金調達ツー

ルとしてご活用いただける当事業の資金支援メニューである「スタンドバイ・クレジット制度」及び「海

外展開資金」をご紹介します。

１．現地法人の直接借入の有無

　標題の設問に回答した749社のうち、167社

（22.3％）が「借入をしている」と回答しまし

た（図表１参照）。
　お取引先の進出が多いアジア地域についてみ

ると、最も割合が高かったのがタイで35.6％、

次いでマレーシア及びインドネシアの25.0％、

中国は21.5％となりました。

　借入をしていない企業からは、「資金調達は

本社からの出資金や親子ローンに依存している

（タイ）」、「海外は金利が高く、現地調達は不利

ではないか（中国）」、「担保資産（土地）を求

められるため、実質的に困難（中国）」といっ

たコメントがあり、現地での借入はハードルが

高いと考えられている状況が伺えます。

経 営 情 報 2012.12.20NO.383

中小企業事業本部

取引先海外現地法人における資金調達の状況

図表１　現地法人の直接借入の有無

「取引先海外現地法人の資金ニーズ等調査」

＜調査概要＞◆調査対象：�海外に現地法人を有する日本公

庫中小企業事業の取引先企業

◆調査票送付企業数：2,362社

◆回答企業数：780社（回収率：33.0％）

◆実施時期：�2012年８月に調査票発送、同８

～９月に回収

◆調査項目：�現状の収支、今後の見通し、中

期的な事業展開国、設備及び運

転資金ニーズ、直面している問

題点等
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効果的な経営改善策の考え方
～改善策の基礎となる現状分析手法～

　中小企業金融円滑化法の施行後、経営改善計画を策定して収支改善に取り組む企業が増えています。

一方で、計画を策定したものの、それを実行できず、業績改善が遅れている企業も少なくありません。

その要因をみると、「事業環境が厳しかった」、「担当者レベルの具体的取組みが示せなかった」等、改

善策策定前の事前準備が不十分であったことが挙げられます。実現可能で効果的な改善策を策定する

ためには、事業環境や具体的な業務プロセス等の現状分析が重要です。

　本年３月の中小企業金融円滑化法期限到来後も金融機関の基本的な支援姿勢は変わりませんが、厳

しい経営環境の中で事業を継続するためには経営改善を実現することが必要です。本号では、効果的

で実現可能性の高い経営改善策を検討するために必要となる現状分析手法についてご紹介します。
　企業の様々な事業活動の結果は会社の決算書に表れています。現状分析にあたっては、事業活動

の結果である利益（収支）構造と、その原因となっている事業面を関連付けて分析することが重要

です。
　また、現場で実行可能な改善策を検討するためには、利益構造・事業の両面について、さらに担

当者レベルまで分解して、現状を確認・分析していくことが重要です。

　以下、具体的事例で、効果的な経営改善策の基礎となる現状分析例をご紹介します。
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担当者レベルに分解して分析

 
 

 
 

 

 

現状分析
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経営改善策
改善実行と

モニタリング
整理売上

変動費
固定費

外部環境
内部環境

改善策の
検討へ

更に分解
して、
特色・問
題点を検
討

財務改善の観点から全体をＳＷＯＴ分析で整理

利益構造

事業面

分解

厳　し　い
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イノベーションに取
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中小企業の研究・開
発支援

～産業技術総合研究
所による支援～

　日本公庫では、
新事業によるイノ

ベーションに取り
組む中小企業の皆

さまを、資金面だ
けではなく、

様々な外部機関と
連携することで支

援しています。

　国の研究開発機
関や研究資金配分

機関には、(独)産業
技術総合研究所（産

総研）、(独)理化学研
究所（理

研）、(独)科学技術
振興機構（JST）、

(独)新エネルギー・
産業技術総合開発

機構（NEDO）等
があり、

それぞれ中小企業
の研究・開発を支

援する事業を実施
しています。

　今回は、国内最
大級の公的研究機

関である産総研に
おいて、中小企業

の皆さまにご活用
いただける

主な支援メニュー
（１．技術相談、

２．外部研究開発
資金の獲得支援）

や共同研究に発展
した事例、

さらに、コーディ
ネート人材と地域

の連携拠点につい
てご紹介します。

　産総研は研究員2,300名を擁する国内最大級

の公的研究機関で、日本の産業を支える環境・

エネルギー、ライフサイエンス、情報通信・エ

レクトロニクス、ナノテクノロジー・材料・製

造、計測・計量標準、地質など多様な分野の研

究を行っています。

　産総研に対しては、一般的に「難しそうな研

究をしている」、「敷居が高くて近寄りがたい」

というイメージがありますが、企業との共同研

究の件数は、年間1,800件を超え、そのうち中

小企業が約３分の１の600件強を占めています 

（図１）。
　特に研究開発型のものづくり企業等にとっ

て、産総研は、新技術・新製品の開発における

心強い味方といえます。
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独立行政法人産業技
術総合研究所（産総

研）とは
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図１ 産総研の共同研究件数の推移 

平成
25年

度税
制改
正の
ポイ
ント

主な
改正

項目

１．
事業
承継
税制
の拡
充

２．
商業
・サ
ービ
ス業
・農
林水
産業
活性
化税
制の
創設

３．
中小
法人
の交
際費
課税
の特
例の
拡充

４．
研究
開発
税制
の拡
充

５．
生産
等設
備投
資促
進税
制の
創設

６．
グリ
ーン
投資
減税
（環
境関
連投
資促
進税
制）
の対
象設
備の
拡充
等

７．
所得
拡大
促進
税制
の創
設

１．
事業
承継
税制
の拡
充

　事業承継税制とは、後継者が相続・贈与により取得した自社株式に係る相続税額（贈与税額）の

うち、一定額について納税が猶予される制度です。適用要件の見直しや手続の簡素化を通じて、制

度の使い勝手が大幅に改善されました。

　適用関係：平成27年
１月１日以後の相続・贈与から適用

　平成25年
度税制改正の概要を、中小企業経営に関連する項目を中心にご紹介します。経 営
情 報

2013.5.28

NO.386

中小
企業
事業
本部

【改
正点
】

後継
者は
、先
代経
営者
の親
族に
限定

雇用
の８
割以
上を
「５
年間
毎年
」維
持

要件
を満
たせ
ず納
税猶
予打
切り
の際
は、
納税
猶予
額に
加え
て

利子
税の
支払
いが
必要

相続
・贈
与か
ら５
年後
以降
は、
後継
者の
死亡
又は
会社
倒産
に

より
納税
免除

先代
経営
者は
、贈
与時
に役
員を
退任

制度
の利
用の
前に
、経
済産
業大
臣の
「認
定」
に加
えて
、「事

前

確認
」を
受け
てお
く必
要

猶予
税額
の計
算で
先代
経営
者の
個人
債務
・葬
式費
用を
控除

する
ため
、猶
予税
額が
少な
く算
出

親族
外承
継を
対象
化

雇用
の８
割以
上を
「５
年間
平均
」で
評価

利子
税率
の引
下げ
（現
行2.
1％→

0.9％
）

承継
５年
超で
、５
年間
の利
子税
免除

民事
再生
・会
社更
生・中

小企
業再
生支
援協
議会
での
事業

再生
の際
、納
税猶
予額
を再
計算
し、
一部
免除

先代
経営
者の
個人
債務
・葬
式費
用を
株式
以外
の相
続財

産か
ら控
除

事前
確認
制度
を廃
止贈与

時の
役員
退任
要件
を代
表者
退任
要件
に（有

給役
員と
して
残留
可）

（資料）中小企業庁「平成25年
度 中小企業・小規模事業者関係税制改正結果（主要項目）」
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マッチングサービス
　日本公庫は、国民生活事業、農林水産事業、中小企業
事業がそれぞれ保有する専門的なノウハウやネットワーク
を相互に活用したビジネスマッチングを推進しています。

　中小企業事業のお取引先同士だけではなく、国民生活
事業や農林水産事業のお取引先とのマッチングも、商談
会等の開催などにより、積極的にサポートしています。

全国ビジネス商談会
　中小企業事業では、平成２５年２月２７日、パシフィコ
横浜にて「全国ビジネス商談会」を開催しました。本商
談会には、中小企業事業のお取引先だけではなく、国
民生活事業や農林水産事業、さらに協賛機関である沖
縄振興開発金融公庫のお取引先も加わり、北海道から
沖縄まで、全国の多様な業種の企業716社、1,709
名が参加しました。今回の商談会では、日本貿易振興
機構（JETRO）との連携により、①海外展開セミナー
の開催、②インド、シンガポール等から電子・電機、機
械関連の海外バイヤー招聘による商談機会の提供な
どにも取り組みました。参加企業からは「全国各地の
企業と商談ができ満足している」、「海外展開セミナー
に参加し、ASEANの現状がよく理解できた」などの声
が寄せられました。

インターネットビジネスマッチング
　日本公庫では、マッチングサービスを一層充実させ
るため、日本公庫のお客さまにインターネットを通じ
て、販売先や原材料の仕入先確保などのビジネスチャ
ンスを広げていただくための場をご提供するサービス
を開始しました。
　本サービスは、会員登録をしたお客さまが、売りた
い商品・サービス情報や、買いたい商品・サービス情報
を登録してニーズが合致した他の会員と商談できるほ
か、登録されている商品・サービス情報等を自由に検
索して、新たなビジネスチャンスを探すきっかけづくり
にもご利用いただけます。

「 日本政策金融公庫 インターネットビジネスマッチング」
https://match.jfc.go.jp/
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地域金融機関との連携

ネ
ッ
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▼	

地
域
金
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機
関
と
の
連
携

地域金融機関との連携を通じ、
地域中小企業への金融円滑化に取り組んでいます。

400を超える地域金融機関と協調融資、証券化支援などで連携
　中小企業事業は、融資・証券化支援・信用保険の多様な
機能と長年にわたり培った審査力、全国約5万社の顧客
データベースに基づく豊富な情報を活かし、「創業・新事
業支援」「早期事業再生支援」「証券化支援」「経営相談支
援」「人材育成協力」の分野で地域金融機関が行う地域密
着型金融の一層の推進を支援しています。具体的には、

再生案件や新規案件を中心に、地域金融機関と緊密な情
報交換を行い、当事業の資本性ローンを活用した協調支
援などに取り組んでいます。平成21年4月以降に具体的
な連携を行った地域金融機関は、412行に及んでいます
（平成25年3月31日現在）。

 連携可能な分野と連携の具体的内容

創 業・新 事 業 支 援

早期事業再生支援

●地域金融機関との協調融資による
顧客支援

●地域金融機関等との連携による顧
客支援 

証　券　化　支　援

●地域金融機関による中小企業者へ
の無担保資金の供給円滑化の支援

経 営 相 談 支 援

●必要な情報の提供や経営に関する
アドバイスでの協力・連携

人 材 育 成 協 力

●審査スキル・情報提供能力向上の
ための人材育成協力

新事業育成資金
新事業活動促進資金
挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン）他

事業再生支援資金
企業再建・事業承継支援資金
挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン）他

サポート対象企業に対する
支援体制構築への協力

RCC・中小企業再生支援協議会等との連携強化
産学官連携支援

証券化支援業務
　買　取　型
　保　証　型

各種顧客支援ツールによる支援
マッチングサービス、「経営情報」の提供他

研修講師派遣、セミナー開催

 地域金融機関との連携実績

 地域金融機関との具体的な連携内容（平成21年4月～平成25年3月）

地域金融機関数（注1） 連携実施金融機関数 連携実施割合
連携内容（延べ実施件数）

貸付相談 情報支援 講師派遣協力等（注2）

地銀・第二地銀 103 103 100% 5,836 572 369
信用金庫 269 244 91% 2,001 328 405
信用組合 157 65 41% 199 14 17
合計 529 412 78% 8,036 914 791

（注1）沖縄県の金融機関を除き、埼玉りそな銀行を含みます。
（注2）説明会、勉強会、研修講師派遣

ネットワーク構築支援
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資本性ローンを活用して、民間金融機関との協調融資による企業再建支援を推進
　中小企業事業は、資本性ローン（「挑戦支援資本強化特
例制度」）を活用し、民間金融機関と連携して協調融資を
行うなど、経営再建中の企業の資金繰りと財務体質強化
の支援を推進しています。
　本特例による債務については、金融検査上自己資本と
みなすことができ、また、法的倒産手続時は他の債務に劣
後するなどの特徴を有します。こうしたことから、本特例

の活用は、民間金融機関との協調融資の「呼び水」となる
ため、経営再建を行う企業の資金調達の円滑化に繋がっ
ています。

 挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン）の融資実績推移

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
融資社数 339社 450社 646社
金額 219億円 211億円 404億円

資本性ローンを活用した民間金融機関との協調融資事例

支援先企業

（資産）

（負債）

（みなし自己資本）

（自己資本）

A銀行

協調融資

シンジケートローン

資本性ローン

（同行主幹事）

日本公庫名古屋支店

自己資本強化

　名古屋支店中小企業事業は、愛知県内の自動車部
品製造業者に対して、資本性ローンを活用し、A銀行
が主幹事となって組成したシンジケートローンとの協
調融資を実施しました。
　公庫の取組みは、A銀行からは「公庫の資本性ロー

ンが活用できれば、民間金融機関からの資金調達が
円滑化される。経営再建中の企業への支援などの面
で、今後も公庫との協調融資に取り組んでいきたい。」
（コーポレートファイナンス営業部）と高く評価されて
います。

地元金融機関と共にビジネス商談会を開催
三行ビジネス商談会
　日本公庫名古屋支店では、東海地区を拠点とする
十六銀行、名古屋銀行及び百五銀行との共催により、
各機関の取引先企業のビジネスマッチングを行う「三
行ビジネス商談会」を開催しています。
　同会では、参加企業の希望に基づき、「個別商談」の
面談企業を事前にセットするなど、活発な商談機会を
中小企業の皆さまに提供しています。
　日本公庫は、協調融資だけでなく、このようなビジ
ネスマッチングにおける連携体制の構築など、地元金
融機関が取り組む地域密着型金融の一層の推進に積
極的に協力し、地域経済の活性化を支援しています。
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企業成長における中小企業事業の貢献

公庫資金をご利用された方々が
多くの分野でご活躍されています。

約600社の取引企業が株式を公開
　中小企業事業は、中小企業専門の政策金融機関として、
中小企業の皆さまの成長・発展を支援しています。これま
で中小企業事業との取引を経て、株式の公開を果たした
企業は、株式公開企業の約6分の1にあたる595社（注）と
なっております。多くの方々がわが国を代表する企業とし
て活躍されています。

　特に、平成元年以降については、中小企業事業との取
引を経て株式を公開した企業は408社（注）と大幅に増加し
ており、同じ時期の株式公開企業の増加数である1,375
社（注）のうちの約3割を占めるに至っています。
（注）�社数は平成25年3月31日現在において株式を公開している企業数です（上場廃

止、合併による消滅等を除く）。

中小企業事業と取引歴を有する株式公開企業

中小企業事業
と取引歴あり

595社(17.7％)

（注）日本公庫中小企業事業調べ。株式公開企業数は、平成25年3月31日現在。
農林・水産、金融・保険及び外国企業を除きます。

3,361社
(100%)

中小企業事業と取引歴を有する株式公開企業（平成元年以降）

1,375社
(100%)

中小企業事業
と取引歴あり

408社(29.7%)
うち製造業

241社(取引歴あ
るうちの59.1%)

公庫第一回取引から公開までの期間別内訳（平成元年以降）
業種 企業数 平均年数

製造業 241社 19年
物品販売業 83社 15年
サービス業 27社 15年
その他 57社 13年
合計 408社 17年

創業期に受けた価値ある融資
京セラ株式会社（東証一部上場）名誉会長　稲 盛 和 夫

　京セラ創業3年目の頃、当時専務だった私は、銀行に設備投資の資金を借りにいきましたが、担保もなく結局お
金を借りることはできませんでした。最後に中小企業金融公庫を紹介され、是非にとお願いして支店長に会わせて
いただき、「我々は創業間もない零細なベンチャー企業です。私どもは創業初年度から10数%の利益を出してい
ます。私の過去3年間の努力と実績を信用して何とか貸していただけないでしょうか」と、とつとつとお願いをいた
しました。暫くして支店長は、私の誠意が通じたのか、「わかりました。あなたがこれから融資を受けようとする設備
を担保にお金を貸しましょう」と言ってくださいました。これまでの金融機関の常識では、大変リスクのある決断で
すが、私を信じて持ち込み担保という方法での融資を決断された支店長の勇気に対し大変感激したことを覚えて
います。
　40年ほど前、どの金融機関も相手にしてくれなかった私どもに人物本位で資金の貸付をしていただいた当時の
支店長のご決断によって、今日の京セラが存在しております。
（出典）2003年12月中小企業金融公庫発行「中小企業金融公庫五十年史」コラムより抜粋（寄稿者の役職名は寄稿当時のものです）。
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公庫（中小企業事業）は、　　　企業の成長・発展を支援

桑山

１９８５年

１９９５年

２００５年

１９７５年

１９６５年

１９５５年

１９４９年

（上場年）

日本伸銅オーベクス

オリエンタルチエン工業 ソニー

宇野澤組鐵工所

トーヨーアサノ

ヴィア・ホールディングス
テクノ・セブン
タカキタ シンニッタン

アジア航測

フォスター電機

アシックス
リズム時計工業

サンケイ化学
油研工業

日機装

日本研紙

グローリーデンヨー
MUTOHホールディングス

長府製作所

金下建設
岡部 堀場製作所アサヒ衛陶世紀東急工業

小野測器 技研興業中央自動車工業

大真空
日成ビルド工業ゴールドウイン

サンリツトミタ石垣食品 ソディック 立川ブラインド工業
コメリ

シーイーシー 岩塚製菓日本エアーテック 石原薬品
日本精機

スターツ ディスコ 米久
乃村工藝社

一正蒲鉾
テノックスヨシタケ日特エンジニアリング

東京ソワール

ファーストリテイリング
東和薬品 ケンコーマヨネーズ
レーザーテック植松商会

元旦ビューティ工業

アシックス商事
ヨシコン

ウエスコ

田辺工業 ホクト焼津水産化学工業
日置電機
トーイン

アルプス物流ヤマウ
ヤスハラケミカルサンデー日東工器

南陽

宝印刷

日本ケミカルリサーチヤマックス

ダイヤモンド電機
わらべや日洋カイノス原田工業 桑山

タツミ
ディーエムエス

日本空調サービス
放電精密加工研究所

光彩工芸 昭文社医学生物学研究所
エイケン工業フェローテック日本乾溜工業

エスイー朝日ラバー
イムラ封筒

イトーヨーギョースギホールディングス 日本電子材料サトウ食品工業 ハードオフコーポレーション

バイタルケーエスケー・ホールディングス

コーナン商事

はせがわ
アイ・オー・データ機器

ユニ・チャーム

ダイトーケミックス
日信工業

高松機械工業

ミマキエンジニアリング

山田コンサルティンググループ

アマガサ
オーシャンシステム

オーネックス 京写ニチリョクミルボン グリーンクロス

イフジ産業

デイトナメガネトップ

綜研化学東京貴宝

国際計測器日本エスコン原弘産
第一化成

美樹工業

石井表記不二精機 ダイサン

OSGコーポレーション
ダイコク電機
国際チャート

サッポロドラッグストアー
第一カッター興業

タツモ

遠藤製作所

竹内製作所

トーセイサンフロンティア不動産
サイネックス

ランドビジネス インテリックス
誠建設工業

内外テック関門海

ジャパンベストレスキューシステム
タイセイ

コーセーアールイー
インスペックフルヤ金属 マルマエ ニックス アイディホームオービス

アゼアス イデアインターナショナル

NDソフトウェア

クスリのアオキフジコー

ハピネス・アンド・ディ
パンチ工業 アジュバンコスメジャパン大泉製作所

共立印刷

トリケミカル研究所

シーエスアイ

トランスジェニック

エバラ食品工業

第一稀元素化学工業

MORESCO

オプトエレクトロニクス ケンコーコム
リバーエレテックワッツ

コメ兵フジプレミアム
クリムゾンアクシーズ
アオイ電子

アテクト

ネクス ヤーマン

アミタホールディングス
未来工業

ミライアル

アドテックエンジニアリング
ビットアイル

カワサキ免疫生物研究所
大和コンピューター サムティ

東洋ドライルーブ
モブキャスト
三協立山

アイ・ケイ・ケイ

ファーストエスコ
ウィル

SEMITEC

ホロン
きちり

カネミツ

ロジコム

グランディハウス

五洋食品産業

前田工繊

一建設

ウェルネット

ケイティケイ

ショーエイコーポレーション
大光阿波製紙

鈴木
ギャバン 日本ハウズイング

扶桑化学工業
総合商研 マニー 岡本硝子ヒーハイスト精工 セック

エー・アンド・デイ

新東タクトホーム

日本製麻

ミネベア

有機合成薬品工業

理研計器
加藤製作所 セブンシーズホールディングス滝澤鉄工所

タダノ

スガイ化学工業

ロブテックス
スーパーバッグ

酒井重工業
三和ホールディングス

フリージア・マクロス

ミツバ
東亜ディーケーケー

アイチコーポレーション澁谷工業福田組

カシオ計算機
京セラ フタバ産業

大紀アルミニウム工業所

ケーズホールディングス

リンナイ
ローム 三和倉庫日医工 知多鋼業 古野電気

亀田製菓 浜松ホトニクス
日本電産

和弘食品
日本開閉器工業

ハリマ化成グループ

島精機製作所くろがねや 小松ウオール工業
セキド

TASAKI ケル

マナック

ヤマザキ 新川
山一電機光ビジネスフォーム

パウダーテック理想科学工業
光陽社

朝日印刷プロネクサス ワイエイシイ スペース タケダ機械 寿スピリッツ
カナモト

ＫＩＭＯＴＯ
卑弥呼 ツツミ リーダー電子ユニデンカーメイト

創健社コニシ
ヤマザワ

マサル
パラマウントベッドホールディングス

イチネンホールディングスイリソ電子工業 スーパーツール

ヤマト・インダストリー 富士製薬工業ハリマ共和物産 ケミプロ化成
サンワドー

竹田印刷 松田産業 ＭＡＲＵＷＡ

新コスモス電機
ノーリツ鋼機
福島印刷

東京カソード研究所ＯＣＨＩホールディングスコナカ

ナックスズデン

協立電機
日本ミクロコーティング

マルサンアイ

ニチダイ
石井工作研究所東洋合成工業

パルステック工業
ＶＴホールディングス

夢みつけ隊
音通 セキ
カネソウ メック

麻生フオームクリート

日本色材工業研究所
中京医薬品

田中精密工業

大宝運輸 安永 ヒューテックノオリン

（注)1 中小企業事業と取引歴のある株式公開企業595社のうち、
企業名掲載の応諾を得た企業を掲載（2013年6月時点）

２ 文字のサイズは、売上規模に応じて３段階に設定

サンケン電気
NFKホールディングス

モロゾフ

エステー

青山商事
テクニカル電子

アークランドサカモト

中国塗料
東洋機械金属

コーセル

ウォーターダイレクトエストラスト
エー・ピーカンパニー

ありがとうサービス
日本コンセプト

ウイルコホールディングス
朝日インテック

トラストパーク

公庫のイノベーションTree
（中小企業事業との取引を経て株式を公開した企業）
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公庫（中小企業事業）は、　　　企業の成長・発展を支援

桑山

１９８５年

１９９５年

２００５年

１９７５年

１９６５年

１９５５年

１９４９年

（上場年）

日本伸銅オーベクス

オリエンタルチエン工業 ソニー

宇野澤組鐵工所

トーヨーアサノ

ヴィア・ホールディングス
テクノ・セブン
タカキタ シンニッタン

アジア航測

フォスター電機

アシックス
リズム時計工業

サンケイ化学
油研工業

日機装

日本研紙

グローリーデンヨー
MUTOHホールディングス

長府製作所

金下建設
岡部 堀場製作所アサヒ衛陶世紀東急工業

小野測器 技研興業中央自動車工業

大真空
日成ビルド工業ゴールドウイン

サンリツトミタ石垣食品 ソディック 立川ブラインド工業
コメリ

シーイーシー 岩塚製菓日本エアーテック 石原薬品
日本精機

スターツ ディスコ 米久
乃村工藝社

一正蒲鉾
テノックスヨシタケ日特エンジニアリング

東京ソワール

ファーストリテイリング
東和薬品 ケンコーマヨネーズ
レーザーテック植松商会

元旦ビューティ工業

アシックス商事
ヨシコン

ウエスコ

田辺工業 ホクト焼津水産化学工業
日置電機
トーイン

アルプス物流ヤマウ
ヤスハラケミカルサンデー日東工器

南陽

宝印刷

日本ケミカルリサーチヤマックス

ダイヤモンド電機
わらべや日洋カイノス原田工業 桑山

タツミ
ディーエムエス

日本空調サービス
放電精密加工研究所

光彩工芸 昭文社医学生物学研究所
エイケン工業フェローテック日本乾溜工業

エスイー朝日ラバー
イムラ封筒

イトーヨーギョースギホールディングス 日本電子材料サトウ食品工業 ハードオフコーポレーション

バイタルケーエスケー・ホールディングス

コーナン商事

はせがわ
アイ・オー・データ機器

ユニ・チャーム

ダイトーケミックス
日信工業

高松機械工業

ミマキエンジニアリング

山田コンサルティンググループ

アマガサ
オーシャンシステム

オーネックス 京写ニチリョクミルボン グリーンクロス

イフジ産業

デイトナメガネトップ

綜研化学東京貴宝

国際計測器日本エスコン原弘産
第一化成

美樹工業

石井表記不二精機 ダイサン

OSGコーポレーション
ダイコク電機
国際チャート

サッポロドラッグストアー
第一カッター興業

タツモ

遠藤製作所

竹内製作所

トーセイサンフロンティア不動産
サイネックス

ランドビジネス インテリックス
誠建設工業

内外テック関門海

ジャパンベストレスキューシステム
タイセイ

コーセーアールイー
インスペックフルヤ金属 マルマエ ニックス アイディホームオービス

アゼアス イデアインターナショナル

NDソフトウェア

クスリのアオキフジコー

ハピネス・アンド・ディ
パンチ工業 アジュバンコスメジャパン大泉製作所

共立印刷

トリケミカル研究所

シーエスアイ

トランスジェニック

エバラ食品工業

第一稀元素化学工業

MORESCO

オプトエレクトロニクス ケンコーコム
リバーエレテックワッツ

コメ兵フジプレミアム
クリムゾンアクシーズ
アオイ電子

アテクト

ネクス ヤーマン

アミタホールディングス
未来工業

ミライアル

アドテックエンジニアリング
ビットアイル

カワサキ免疫生物研究所
大和コンピューター サムティ

東洋ドライルーブ
モブキャスト
三協立山

アイ・ケイ・ケイ

ファーストエスコ
ウィル

SEMITEC

ホロン
きちり

カネミツ

ロジコム

グランディハウス

五洋食品産業

前田工繊

一建設

ウェルネット

ケイティケイ

ショーエイコーポレーション
大光阿波製紙

鈴木
ギャバン 日本ハウズイング

扶桑化学工業
総合商研 マニー 岡本硝子ヒーハイスト精工 セック

エー・アンド・デイ

新東タクトホーム

日本製麻

ミネベア

有機合成薬品工業

理研計器
加藤製作所 セブンシーズホールディングス滝澤鉄工所

タダノ

スガイ化学工業

ロブテックス
スーパーバッグ

酒井重工業
三和ホールディングス

フリージア・マクロス

ミツバ
東亜ディーケーケー

アイチコーポレーション澁谷工業福田組

カシオ計算機
京セラ フタバ産業

大紀アルミニウム工業所

ケーズホールディングス

リンナイ
ローム 三和倉庫日医工 知多鋼業 古野電気

亀田製菓 浜松ホトニクス
日本電産

和弘食品
日本開閉器工業

ハリマ化成グループ

島精機製作所くろがねや 小松ウオール工業
セキド

TASAKI ケル

マナック

ヤマザキ 新川
山一電機光ビジネスフォーム

パウダーテック理想科学工業
光陽社

朝日印刷プロネクサス ワイエイシイ スペース タケダ機械 寿スピリッツ
カナモト

ＫＩＭＯＴＯ
卑弥呼 ツツミ リーダー電子ユニデンカーメイト

創健社コニシ
ヤマザワ

マサル
パラマウントベッドホールディングス

イチネンホールディングスイリソ電子工業 スーパーツール

ヤマト・インダストリー 富士製薬工業ハリマ共和物産 ケミプロ化成
サンワドー

竹田印刷 松田産業 ＭＡＲＵＷＡ

新コスモス電機
ノーリツ鋼機
福島印刷

東京カソード研究所ＯＣＨＩホールディングスコナカ

ナックスズデン

協立電機
日本ミクロコーティング

マルサンアイ

ニチダイ
石井工作研究所東洋合成工業

パルステック工業
ＶＴホールディングス

夢みつけ隊
音通 セキ
カネソウ メック

麻生フオームクリート

日本色材工業研究所
中京医薬品

田中精密工業

大宝運輸 安永 ヒューテックノオリン

（注)1 中小企業事業と取引歴のある株式公開企業595社のうち、
企業名掲載の応諾を得た企業を掲載（2013年6月時点）

２ 文字のサイズは、売上規模に応じて３段階に設定

サンケン電気
NFKホールディングス

モロゾフ

エステー

青山商事
テクニカル電子

アークランドサカモト

中国塗料
東洋機械金属

コーセル

ウォーターダイレクトエストラスト
エー・ピーカンパニー

ありがとうサービス
日本コンセプト

ウイルコホールディングス
朝日インテック

トラストパーク
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融資業務
業務のご案内

高度化する時代の要請に “多様な融資”で対応しています。

資金の特徴
◇ �最長20年の長期でご利用いただけます。
◇ �固定金利ですから安心して事業計画が立てられます。
◇ �国の政策を実現するための多様な特別貸付をご用意し
ています。

◇ �すべての直接貸付において、無担保貸付をご利用いた
だけます。

◇ �すべての直接貸付において、一定の要件のもとで、経
営責任者の方の個人保証を不要とする特例をご利用い

ただけます。また、一定の要件のもとで、経営責任者
の方の保証債務の発生が猶予される特例もご利用い
ただけます。

◇ �中小企業の皆さまの財務体質の強化を目的に、一定の
要件のもとで、資本性資金を供給する挑戦支援資本強
化特例制度をご利用いただけます。

◇ �ベンチャー支援を目的に、一定の要件のもとで、新株
予約権の取得による資金供給を行っています。

対象業種と対象規模
中小企業事業をご利用いただける方は、以下のとおりです（※の業種を除く）。

対象業種 対象規模（注1）

製造業（注2）、建設業、運輸業など 資本金3億円以下または従業員300人以下
卸売業 資本金1億円以下または従業員100人以下
小売業 資本金5千万円以下または従業員50人以下
サービス業（注3） 資本金5千万円以下または従業員100人以下

（注1）資本金または従業員のいずれか（個人事業者の方は従業員）が該当すれば、ご利用いただけます。
（注2）製造業のうち、ゴム製品製造業（自動車または航空機用タイヤ及びチューブ製造業、工業用ベルト製造業を除く）は、資本金3億円以下または従業員900人以下です。
（注3）サービス業のうち、旅館業は、資本金5千万円以下または従業員200人以下、ソフトウェア業、情報処理サービス業は、資本金3億円以下または従業員300人以下です。

※次の業種の方は中小企業事業の融資などの対象にはなりません（詳しくは窓口でご確認ください）。
● 農業
● 林業
● 漁業
● 金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く）
● 不動産業のうち住宅及び住宅用の土地の賃貸業
● 非営利団体
● 一部の風俗営業
● 公序良俗に反するもの
● 投機的なもの　など
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ご利用手続きの概要
　中小企業事業の融資などには、公庫の営業店に直接お申し込みいただく「直接貸付」と、公庫の代理店にお申し込み
いただく「代理貸付」があります。

 直接貸付
　お申込みから、審査、ご契約、資金のご送金など一切の手続きを全国の中小企業事業の支店で取り扱います。
　また、経営課題解決の支援も行っています。

 お申込みの方法と手順（直接貸付）

審　査 ご融資の検討を行います。
事業や計画の内容の理解を深めるため、お客さまの本社や工場などに日本公庫職員がお伺いします。

ご相談
日本公庫中小企業事業支店の窓口に直接ご相談ください。
「会社案内」、「決算書」などのお手持ちの資料をご持参いただければ、より具体的なご相談が
可能となります。

ご融資 ご融資が決定しましたら、貸付契約を締結し、
抵当権設定などの手続きが完了した後、ご送金します。

ご返済
お客さまの取引金融機関口座から、自動振替でご返済いただきます。
設備資金の場合は、工事業者などへのお支払いを確認させていただくとともに、現地確認など
を行います。

お申込み

ご融資の検討に必要な資料のご提出をお願いします。
お願いする主な資料は次のとおりです。

（注）必要に応じ、補足資料をお願いします。

●会社案内、製品パンフレット
●法人の登記事項証明書
●最近 3期分の決算書、税務申告書

●納税証明書
●最近の試算表、資金繰り表

●設備資金の場合は、見積書など計画の概要が
わかる資料

●登記事項証明書など担保の内容がわかる資料

 代理貸付
　中小企業事業の資金を幅広くご利用いただくため、都
市銀行・地方銀行・第二地方銀行・信用金庫・信用組合な
ど、ほとんどの民間金融機関を代理店とし、その本・支店

を通じて融資を行っています。お申込み、審査、ご契約な
どの手続きは代理店が行います。
（注）代理店数は、488代理店（平成25年3月31日現在）です。
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特別貸付
　中小企業事業は、国の政策を金融面から誘導していく
ために設けられた「特別貸付」を積極的に推進しています。
　特別貸付については、経済や社会環境の変化を踏まえ、
その時々の政策的課題や中小企業の皆さまのニーズに応
じて、制度の創設、改廃などを機動的に実施しています。
　経済・社会構造の変革に前向きに対応する中小企業の
皆さまに対しては、創造的な事業活動を支援する「新事業
育成資金」、起業家の再チャレンジを支援する「再チャレン
ジ支援融資（再挑戦支援資金）」、経営革新、新連携及び

地域資源の活用への取組みを支援する「新事業活動促進
資金」、ものづくり基盤技術の高度化等への取組みを支援
する「企業活力強化資金」などをご用意しています。
　また、中小企業の皆さまのセーフティネットの役割を果た
すための「セーフティネット貸付」、事業再生及び事業承継を
支援する「企業再生貸付」、東日本大震災による被害からの
復興を支援する「東日本大震災復興特別貸付」など、経済・
金融環境の急激な変化への中小企業の皆さまの対応を支
援する特別貸付に対しても積極的に取り組んでいます。

 主な制度

 新企業育成貸付

資金名 ご利用いただける方（概要） 直接貸付の融資限度額 融資期間（最長）

新事業育成資金（注） 新規性、成長性のある事業を始めて7年以内の方 6億円 （設備）	 15年
（運転）	 7年

女性、若者／シニア起業家支援資金 女性、若年者（30歳未満）または高齢者（55歳以上）であって、新規
開業して概ね5年以内の方 7億2千万円 （設備）	 20年

（運転）	 7年
再チャレンジ支援融資（注）
（再挑戦支援資金） 再チャレンジする起業家の方 7億2千万円

3億円（別枠）
（設備）	 20年
（運転）	 15年

新事業活動促進資金
「経営革新計画」の承認を受けた方、「新連携計画」の認定を受けた
プロジェクトに係る連携体を構成する方、「農商工等連携計画｣及び
「地域産業資源活用事業計画」の認定を受けた方など

7億2千万円 （設備）	 20年
（運転）	 7年

中小企業経営力強化資金
新事業分野の開拓等により市場の創出・開拓等を行おうとする方で
あって、自ら事業計画の策定を行い、認定経営革新等支援機関によ
る指導及び助言を受けている方

7億2千万円 （設備）	 15年
（運転）	 7年

(注)直接貸付のみの取扱いとなります。

 企業活力強化貸付

資金名 ご利用いただける方（概要） 直接貸付の融資限度額 融資期間（最長）

企業活力強化資金 卸売業、小売業、サービス業等で特定の設備投資を行う方及びもの
づくり基盤技術の高度化を図る方など 7億2千万円 （設備）	20年

（運転）	 7年

IT活用促進資金 IT（情報技術）の普及及び変化に関連した事業環境の変化に対応す
るための情報化投資を行う方 7億2千万円 （設備）	15年

（運転）	 7年

海外展開資金 経済の構造的変化に適応するために海外展開を行う方 7億2千万円 （設備）	15年
（運転）	 7年

地域活性化・雇用促進資金
特定の地域において一定の雇用創出効果が見込める設備投資を行
う方、「企業立地計画」または「事業高度化計画」の承認を受けた方、
地方公共団体が推進する施策に基づき事業を行う方など

7億2千万円 （設備）	20年
（運転）	 7年

中小企業会計活用強化資金 「中小企業の会計に関する基本要領」または「中小企業の会計に関
する指針」を適用している方など 7億2千万円 （設備）	15年

（運転）	 7年

 環境・エネルギー対策貸付

資金名 ご利用いただける方（概要） 直接貸付の融資限度額 融資期間（最長）

環境・エネルギー対策資金 省エネルギー設備、特定の産業公害防止施設等を設置する方など 7億2千万円 （設備）	 15年
（運転）	 7年

社会環境対応施設整備資金 自ら策定したＢＣＰに基づき、防災に資する施設等の整備を行う方など 7億2千万円 （設備）	 20年
（運転）	 7年
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 セーフティネット貸付

資金名 ご利用いただける方（概要） 直接貸付の融資限度額 融資期間（最長）

経営環境変化対応資金（注） 一時的に売上高が減少、利益が悪化している方など 7億2千万円 （設備）	 15年
（運転）	 8年

金融環境変化対応資金（注） 金融機関との取引状況の変化により一時的に資金繰りが悪化して
いる方

別枠
3億円

（設備）	 15年
（運転）	 8年

取引企業倒産対応資金 関連企業の倒産に伴い資金繰りに困難をきたしている方 別枠
1億5千万円 （運転）	 8年

(注)直接貸付のみの取扱いとなります。

 企業再生貸付
資金名 ご利用いただける方（概要） 直接貸付の融資限度額 融資期間（最長）

事業再生支援資金（注）
〈アーリーDIP〉
民事再生法の再生手続開始の申立てを行って認可決定前の方

7億2千万円
1年

〈レイターDIP〉
民事再生法に基づく再生計画の認可決定を受けた方など

（設備）	 10年
（運転）	 5年

企業再建・事業承継支援資金（注）
経営改善または経営再建等に取り組む方

7億2千万円

（設備）	 20年
（運転）	 15年

倒産した企業、経営難の状態にある企業や後継者不在等により事業
継続が困難となっている企業から事業を承継する方、経営の安定化
を図るため自己株式を取得する方など

（設備）	 15年
（運転）	 7年

(注) 直接貸付のみの取扱いとなります。

 東日本大震災復興特別貸付

資金名 ご利用いただける方（概要） 直接貸付の融資限度額 融資期間（最長）

東日本大震災復興特別貸付（注） 東日本大震災の被害を受けた方 7億2千万円（別枠）
3億円（別枠）

（設備）	 20年
（運転）	 15年

(注) 一部直接貸付のみの取扱いとなります。

◇上記の他、災害復旧貸付の融資制度があります。
具体的な適用要件や特別利率など、詳細は営業窓口にお問い合わせください。

不動産担保や保証人に過度に依存しない融資

 不動産担保に過度に依存しない融資
　中小企業事業では、機械装置や商品在庫、知的財産権なども担保の対象とするほか、無担保貸付にも弾力的に対応し
ています。

 保証人特例制度
　中小企業事業では、所定の特約を遵守することにより、保証人を免除する「保証人免除特例」、保証債務の発生を猶予
する｢保証人猶予特例｣を整備し、中小企業の皆さまの幅広い資金ニーズに対応できる体制を整えています。

保証人免除特例 保証人猶予特例

ご利用いただける方 直接貸付を利用される方（本制度の利用には、事業の見通し
等についての審査が必要となります。）

直接貸付を利用される方で、特別貸付を利用される方（本制
度の利用には、事業の見通し等についての審査が必要となり
ます。）

特例の内容
（保証人免除）�融資にあたり、経営責任者の方の個人保証が免

除されます。
（利　　　率）�保証人免除を受けた融資については、0.3%が

上乗せされます（注）。

（保証人猶予）�融資にあたり、定期的な経営状況の報告等一定
の特約を遵守することを条件に経営責任者の
方の個人保証が猶予されます。

（利　　　率）�保証人猶予を受けた融資については、0.1%が
上乗せされます（注）。

特記事項 ◆ ��中小企業事業が適切と認める財務制限条項（純資産額の維
持等）を含む特約を締結していただきます。 ◆ ��中小企業事業が適切と認める特約を締結していただきます。

(注)新企業育成貸付（一部の資金を除く）を利用したことがある方は、一定の条件を満たすことを条件に、本制度の貸付利率が免除される場合があります。



日
本
政
策
金
融
公
庫	

2
0
1
3	

中
小
企
業
事
業

業
務
の
ご
案
内

32

融
資
業
務

資本性ローン・劣後ローン
　中小企業事業では、平成20年度から新規事業や企業再
建などに取り組む中小企業の財務体質強化を図るために、
資本性資金を供給する「挑戦支援資本強化特例制度」（資本

性ローン）を、平成23年度から「震災復興支援資本強化特
例」を、平成24年度から「海外展開型劣後ローン特例」を導
入しました。

 挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン）

ご利用いただける方
直接貸付において、新企業育成貸付または企業再生貸付（一部の制度を除く。）を利用される方で、地域経済の活性化のために、
一定の雇用効果（新たな雇用または雇用の維持）が認められる事業、地域社会にとって不可欠な事業、技術力の高い事業などに
取り組む方（本制度の利用には、財務内容、事業の見通し等について、中小企業事業の審査が必要になります。）

特例の内容

利用限度 1社あたり3億円

利率

貸付後1年ごとに、直近決算の成功度合いに応じて、3区分の利率が適用されます。
再生型　　�融資期間	15年：6.35%、4.40%、0.40%	

融資期間	10年：6.25%、4.30%、0.40%	
融資期間	 7年：6.20%、4.25%、0.40%

新事業型　�融資期間	15年：6.30%、4.55%、0.40%	
融資期間	10年：6.00%、4.30%、0.40%	
融資期間	 7年：5.65%、4.05%、0.40%

融資期間 15年・10年または7年（期限一括償還）
担保・保証人 無担保・無保証人

その他
◆ �本特例による債務については、金融検査上自己資本と見なすことができます。
◆ �本特例による債務については、法的倒産手続きの開始決定が裁判所でなされた場合、すべての債務（償還
順位が同等以下とされているものを除く）に劣後します。

特記事項
◆ �上記以外の貸付条件は、各特別貸付で定められています。
◆ �四半期毎の経営状況のご報告などを含む特約を締結していただきます。
◆ �公庫が適切と認める事業計画書を提出していただきます。

 震災復興支援資本強化特例
ご利用いただける方 東日本大震災復興特別貸付制度（震災直接被害関連）を利用する方（本制度の利用には、財務内容、事業の見通し等について、

中小企業事業の審査が必要となります。）

特約の内容

利用限度 既往残高にかかわらず7億2千万円
利率 貸付後1年ごとに、直近決算の成功度合いに応じて、3.60％、0.40％の2区分の利率が適用されます。
貸付期間 10年

その他 本特例による債務については、法的倒産手続きの決定が裁判所によってなされた場合、すべての債務に（償還
順位が同等以下とされているものを除く）劣後します。

特記事項
◆ �上記以外の貸付条件は、各特別貸付で定められています。
◆ �四半期毎の経営状況のご報告などを含む特約を締結していただきます。
◆ �公庫が適切と認める事業計画書を提出していただきます。

 海外展開型劣後ローン特例
ご利用いただける方 企業活力強化貸付制度のうち、海外展開資金を利用する方で、海外企業に対する出資金を資金使途とする方（本制度の利用に

は、財務内容、事業の見通し等について、中小企業事業の審査が必要となります。）

特約の内容

利用限度 1貸付先あたり2億円

利率 貸付期間7年の場合3.15％または4.20％、貸付期間10年の場合3.40％または4.35％、貸付期間15年の
場合3.80％または4.50％

貸付期間 15年、10年または7年

その他 本特例による債務については、法的倒産手続きの決定が裁判所によってなされた場合、すべての債務に（償還
順位が同等以下とされているものを除く）劣後します。

特記事項
◆ �上記以外の貸付条件は、各特別貸付で定められています。
◆ �四半期毎の経営状況のご報告などを含む特約を締結していただきます。
◆ �公庫が適切と認める事業計画書を提出していただきます。
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公庫融資借換特例制度

ご利用いただける方
セーフティネット貸付制度の経営環境変化対応資金及び金融環境変化対応資金、東日本大震災復興特別貸付制度または企業
再生貸付制度の企業再建、事業承継支援資金を利用する方（本制度の利用には、財務内容、事業の見通し等について、中小企
業事業の審査が必要になります。）

特例の内容

資金使途 既往公庫融資の借換資金を含みます。

利率

◆ �適用した特別貸付制度に定める利率
◆ �ただし、借換部分については、借換対象の貸付口の加重平均金利（注）が融資時の基準利率を上回る場合は、
加重平均金利を適用します。	
一定の要件に該当する場合は、適用利率をもとに計算した加重平均金利、適用した特別貸付制度の上限金
利や貸付利率の控除が適用されます。

（注）金銭消費貸借契約証書上の利率をもとに計算（平成23年4月1日以降は条件違反時利率）。

融資期間
セーフティネット貸付制度
東日本大震災復興特別貸付 8年以内（うち据置期間原則1ヶ月以内）

企業再生貸付制度 15年以内（うち据置期間原則1ヶ月以内）

特記事項
◆原則として、既往公庫融資の借換のほか、新規融資の利用が必要です。
◆ �既往の融資については一部借換の対象にできないものもあります。
◆ �借換部分に対する融資金額は、借換対象口ごとに10万円未満の端数を切り捨てた金額となります。
◆ �上記以外の貸付条件は、各特別貸付で定められています。

5年経過ごと金利見直し制度、期限前弁済手数料制度

 5年経過ごと金利見直し制度
　最終期限まで契約時の金利を適用する方法と、契約時
から5年経過ごとに金利を見直す方法のいずれかをご契
約の際にご選択いただけます。

 期限前弁済手数料制度
　期限前にお客さまの都合で借入金の全部または一部を
返済される場合には、期限前弁済手数料をお支払いいた
だきます。
（注）�中小企業事業の承諾がない場合、手数料をお支払いいただけない場合には、期限

前の返済はできません。

貸付債権・社債の証券化（自己型）
　中小企業事業では、平成16年7月から、CLO（ローン
担保証券：貸付債権を裏付けとする資産担保証券）、CBO
（債券担保証券：社債を裏付けとする資産担保証券）の発

行を前提とした無担保での貸付・社債の引受けによる資金
供給を行っています。
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信用保険業務

信用保証制度をバックアップすることにより、中小企業・小規模事業者の皆さまの
資金調達の円滑化と多様化を促進しています。

信用保険業務の特徴
◇ �政策目的に応じて各種の保険が設けられています。
◇ �経済・金融環境の構造変化に対応して制度の拡充を
図っています。

◇ �急激な環境変化に即応して特例措置をタイムリーに実
施しています。

中小企業信用保険
▶保険の引受け
　信用保証協会が行った保証が一定の要件を備えていれ
ば、その保証に保険関係が自動的に成立します。これによ
り、中小企業事業は保険責任を引き受け、その対価として
信用保証協会から保険料の支払いを受けます。

▶保険金の支払い
　中小企業・小規模事業者の皆さまが金融機関に借入金
の返済または社債の償還などができなくなったときは、信
用保証協会は中小企業・小規模事業者の皆さまに代わっ
て金融機関に弁済（代位弁済）します。この弁済を保険事
故として、中小企業事業は信用保証協会に対して保険金
（代位弁済額の70%、80%または90%）を支払います。

▶回収金の納付
　信用保証協会は、保険金の支払いを受けた後、代位弁
済により取得した求償権の回収に努め、その回収があった
ときは、受領した保険金の割合に応じた金額を中小企業
事業に納付します。

 信用補完制度の流れ

信用保証協会

金融機関

中小企業・
小規模事業者
の皆さま

日本公庫
中小企業事業

④保険料支払い

⑦保険金支払い

⑨回収金納付

⑥代位弁済

①保証申込み・承諾

③保証料支払い

⑧回　　収

②貸出しまたは社債引受け等

⑤償　　還

（注）①～⑤は、保証申込みから償還までの流れを示しています。 ⑥～⑨は、事故が発生した場合における代位弁済以降の流れを示しています。
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 一般関係保険
保険種類 対象企業者 対象資金 付保限度額 てん補率 保険料（年）

普通保険 中小企業者（注1） 事業資金 2億円（組合4億円） 70% 0.25%～1.69%（注5）

無担保保険 中小企業者 事業資金（無担保） 8,000万円 80% 0.25%～1.69%（注5）

特別小口保険 小規模企業者（注2） 事業資金（無担保・無保証） 1,250万円 80% 0.40%
流動資産担保保険 中小企業者 事業資金（流動資産のみ担保） 2億円 80% 0.46%
公害防止保険 中小企業者 公害防止関係資金 5,000万円（組合1億円） 80% 0.97%
エネルギー対策保険 中小企業者 エネルギー対策関係資金 2億円（組合4億円） 80% 0.97%
海外投資関係保険 中小企業者 海外投資関係資金 2億円（組合4億円） 80% 0.97%
新事業開拓保険 中小企業者 新事業開拓関係資金 2億円（組合4億円） 80% 0.97%
事業再生保険 再生中小企業者（注3） 事業再生資金 2億円 80% 1.69%
特定社債保険 中小企業者（注4） 事業資金 4億5,000万円 80% 0.25%～1.69%（注5）

特定支払契約保険 中小企業者 特定支払債務 10億円 70% 0.25%～1.69%（注5）

（注1）�資本金3億円（小売業・サービス業5,000万円、卸売業1億円）以下の会社、従業員300人（小売業50人、卸売業・サービス業100人、旅館業などは政令で定める人数）以下の会
社及び個人、中小企業等協同組合などであって特定事業を行うものをいいます（特定社債保険を除く）。

（注2）�従業員20人（商業・サービス業5人）以下の会社及び個人、事業協同小組合であって特定事業を行い省令で定める要件を備えているものをいいます。
（注3）�普通保険・無担保保険の対象企業者のうち、民事再生手続または会社更生手続の申立てから計画認可の決定が確定した後3年を経過していないものをいいます。
（注4）�資本金3億円（小売業・サービス業5,000万円、卸売業1億円）以下または従業員300人（小売業50人、卸売業・サービス業100人、旅館業などは政令で定める人数）以下の会

社であって特定事業を行い省令で定める要件を備えているものをいいます。
（注5）�中小企業者の財務内容その他の経営状況に応じた9区分の料率となっています。

 特例措置
　特例措置とは、特定の政策目的を推進するために設け
られているもので、一般の保険に比べ保険条件が優遇さ
れています。

　平成25年7月31日現在、33種類の特例措置が設けら
れており、これらの特例措置をタイムリーに実施すること
により、中小企業・小規模事業者の皆さまの緊急の資金調
達を支援しています。

信用保証協会に対する貸付
　中小企業事業は、信用保証協会に対する貸付を行い、
信用保証協会が当事業からの借入金を地方公共団体から
の借入金などとともに金融機関に預託することにより、金

融機関による中小企業・小規模事業者の皆さまに対する
信用保証付き貸出しの促進などを図ることとしています。

破綻金融機関等関連特別保険等業務
　破綻金融機関等関連特別保険等業務は、信用保証協会
が行う破綻金融機関等の融資先である中堅企業の皆さま
の金融機関からの事業資金の借入に係る債務の保証（中
堅企業特別保証）についての保険を行うものです（平成
10年12月業務開始）。

　破綻金融機関等関連特別保険等業務は、中小企業信用
保険の対象とならない中堅企業の皆さまに対しても信用
保証協会の保証を利用して資金調達を行う途を開き、取
引先金融機関の破綻により金融取引に支障が生じている
中堅企業の皆さまの資金調達をバックアップしています。

機械保険経過業務
　平成15年4月、機械類信用保険法が廃止されたことに
伴い、平成15年度から機械類信用保険の新規引受けを
停止しており、現在は既に成立している保険関係に係る保

険金の支払い、回収金の収納などの業務（機械保険経過
業務）を行っています。
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証券化支援業務

証券化の手法を活用し、中小企業の皆さまへの無担保資金の
円滑な供給を積極的に支援しています。

証券化支援業務の特徴
◇ �証券化の手法を活用して、民間金融機関等による中小
企業の皆さまへの無担保資金の円滑な供給、中小企業
の皆さまの資金調達手段の多様化を支援しています。

◇ �中小企業事業が信用リスク、審査、証券化事務などを

適切に負担することにより、民間金融機関等にとって利
用しやすい仕組みを提供しています。

◇ �中小企業CLOの組成により、証券化市場の育成・発展
に貢献しています。

買取型
　買取型には、証券化を前提とした中小企業の皆さまへ
の無担保貸付債権等を複数の民間金融機関等から中小
企業事業が譲り受け証券化するキャッシュ方式とCDS契
約（注）を活用し、債権譲渡せずに貸付債権等の信用リスク
のみを投資家等に移転するシンセティック方式がありま
す。分散効果や規模のメリットによるリスクの低減を図り、

単独での証券化が困難な地域金融機関等の中小企業の
皆さま向けの貸付債権等の証券化を促進するものです。
（注）�クレジット・デフォルト・スワップ契約の略。債権自体を移転することなく信用リスク

のみを移転するクレジット・デリバティブ取引の一種。参照債務（ここでは中小企業
の皆さま向け無担保貸付）にデフォルトが発生した場合、あらかじめ合意した内容に
より、契約当事者の一方が相手方に対して損害補填金を支払うことを約し、その対
価として相手方から保険料（プレミアム）を受け取る契約。

 証券化支援業務［買取型（シンセティック方式）］の仕組み

（注）一定の事業会社を含みます。

日本公庫が案件組成全体をコーディネート

投資家

劣後買取一部のリスクを負担 一部のリスクを負担

特別目的
会社

日本公庫
中小企業事業CDS契約 CDS契約民間金融

機関等(注)
中小企業
の皆さま

貸付・社債
の引受け 証券化

保証型
　保証型は、証券化を前提とした民間金融機関等による
中小企業の皆さまへの無担保貸付債権等に対して、中小
企業事業が部分保証（上限7割）を行う、または証券化商

品の保証を行うことで、民間金融機関等のリスクを軽減
し、民間金融機関等が自ら行う中小企業の皆さま向けの
貸付債権等の証券化等を支援・促進するものです。

 証券化支援業務［保証型］の仕組み

投資家

保証部分保証 日本公庫
中小企業事業

民間金融
機関等(注)

中小企業
の皆さま 貸付・社債の引受け 証券化

（注）一定の事業会社を
含みます。

売掛金債権証券化等
　売掛金債権証券化等は、民間金融機関等による特別目
的会社への貸付債権に対して中小企業事業が保証を付す
ことや、当事業が特別目的会社向けの貸付を行うことなど

により、民間金融機関等が行う中小企業の皆さま（納入企
業）の売掛金債権の証券化等を支援・促進するものです。

 証券化支援業務（売掛金債権証券化等）の仕組み

債務の保証

貸付け 日本公庫
中小企業事業

特別目的
会社等支払企業

中小企業
の皆さま

（納入企業）

貸付

売掛金債権発生

債権譲渡

譲渡代金

（注）一定の事業会社を含みます。

民間金融
機関等(注)
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 融資業務の状況
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（億円）（億円）

平成4年度
（20年前）

昭和57年度
（30年前）

14年度
（10年前）

22年度 23年度 24年度平成4年度
（20年前）

昭和57年度
（30年前）

14年度
（10年前）

22年度 23年度 24年度

設備資金
22,540億円
（34.9%）

運転資金
41,990億円
（65.1%）

日本公庫　　　　（5.4％）
中小企業事業（2.7%）
国民生活事業（2.7%）

商工中金
（4.0%）

民間金融機関
（90.5%）

（融資残高には、社債を含みます。総融資残高から設備貸与機関貸付及び
投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。）

6兆4,530億円
(100%)

235兆円
(100%)

製造業
31,323億円
（48.5%）

建設業
3,203億円
（5.0%）

物品販売業
10,979億円
（17.0%）

運輸・
情報通信業
5,916億円
（9.2%）

サービス業
6,856億円
（10.6%）

その他
6,250億円
（9.7%）

北海道
1,735億円
（2.7%）

東北
4,818億円
（7.5%）

関東･甲信越・
静岡

25,232億円
（39.1%）

東海
4,421億円
（6.9%）

九州
5,734億円
（8.9%）
四国
2,549億円
（4.0%）
中国
4,177億円
（6.5%）
近畿
13,443億円
（20.8%）
北陸
2,417億円
（3.7%）

（融資残高には、社債を含みます。総融資残高から設備貸与機関貸付及び
投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。）

（融資残高には、社債を含みます。総融資残高から設備貸与機関貸付及び
投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。）

6兆4,530億円
(100%)

6兆4,530億円
(100%)

（資料）日本銀行「金融経済統計月報」ほか
（注） ● 日本公庫中小企業事業の融資残高は、総融資残高から設備貸与機関貸付及

び投資育成会社貸付を除いたものです。
● 日本公庫国民生活事業の貸付残高は、普通貸付と生活衛生貸付の合計とし
ています。

● 商工中金の貸付残高には、オフショア勘定にかかる貸出金及び信用組合代理
貸を含みません。

● 民間金融機関の貸付残高は、都銀等、信託銀、地銀、第二地銀、信用金庫
の合計で、信用組合等を含みません。

融資残高の推移 融資実績の推移

業種別の融資残高（平成24年度末） 地域別の融資残高（平成24年度末）

設備・運転資金別の融資残高（平成24年度末） （参考）中小企業向け融資残高に占める日本公庫の割合（平成24年度末）

直接貸付
代理貸付
設備貸与・
投育貸付

直接貸付
代理貸付
設備貸与・
投育貸付

（億円）
直接貸付 30,570 61,917 71,650 63,834 63,999 64,291
代理貸付 21,152 21,471 3,474 449 323 239
設備貸与・
投育貸付 608 1015 469 84 74 62

（注） 平成13年度以降の直接貸付残高には取得した社債の残高を含みます。

（億円）
直接貸付 10,035 16,457 16,232 26,720 20,449 20,957
代理貸付 9,313 10,441 266 3 2 5
設備貸与・
投育貸付 202 327 60 19 17 10

（注） 平成13年度以降の直接貸付には取得した社債の引受額を含みます。
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 信用保険業務の状況（中小企業信用保険）

業種別の保険引受残高（平成24年度末）

従業員規模別の保険引受残高（平成24年度末）

地域別の保険引受残高（平成24年度末）

金融機関業態別の保険引受残高（平成24年度末）

都市銀行
53,568億円
（16.5%）

地方銀行
117,601億円
（36.2%）

その他 2,197億円（0.7%）
信用組合
10,186億円
（3.1%）

信用金庫
97,026億円
（29.9%）

第二地方銀行
44,131億円
（13.6%）

32兆4,710億円
(100%)

製造業
73,799億円
（22.7%）

建設業
70,872億円
（21.8%）物品販売業

100,444億円
（30.9%）

不動産業
13,095億円
（4.0%）

運送・倉庫業
16,063億円
（4.9%）

サービス業
44,076億円
（13.6%）

その他 6,359億円（2.0%）

32兆4,710億円
(100%)

32兆4,710億円
(100%)

0～2人
71,485億円
（22.0%）

3～5人
53,931億円
（16.6%）

300人超・組合 2,311億円（0.7%）
101～300人
11,613億円
（3.6%）

51～100人
21,282億円
（6.6%）

21～50人
54,923億円
（16.9%）

6～20人
109,161億円
（33.6%）

32兆4,710億円
(100%)

北海道・ 東北
30,665億円
（9.4%）

関東
140,906億円
（43.4%）

四国 
6,818億円
（2.1%）
中国
17,046億円
（5.2%）

近畿
64,915億円
（20.0%）

中部
40,350億円
（12.4%）

九州・沖縄 24,006億円（7.4%）

 証券化支援業務の状況

業種別の資金供給状況（平成16～ 24年度） 地域別の資金供給状況（平成16～ 24年度）

製造業
541億円
（24.7%）

建設業
331億円
（15.1%）

サービス業
319億円
（14.6%）

その他 157億円（7.2%）

運輸・
情報通信業
227億円
（10.4%）

北海道 37億円（1.7%）
東北

198億円
（9.0%）

関東・甲信越・静岡
1,063億円
（48.6%）

沖縄 23億円（1.1%）

四国 86億円（3.9%）
九州 121億円（5.5%）

中国
118億円
（5.4%）
近畿
320億円
（14.6%）
北陸
83億円
（3.8%）

2,188億円
(100%)

2,188億円
(100%)

東海
136億円
（6.2%）

物品販売業
610億円
（27.9%）
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旭川
北見

釧路

帯広

青森

秋田

酒田

新潟

日立
水戸

船橋
千葉

土浦 さいたま・浦和
佐野

三条

福井

舞鶴

下関

高知

宇和島

武生

大津

郡山

弘前

いわき

新居浜

鹿児島

長崎
延岡

金沢
小松

津

松本
高崎

厚木

川越
越谷

八戸

盛岡

長岡

富山

岡山

豊岡

伊勢奈良

八代

田辺

和歌山

四日市姫路

徳山

尾道

大分

小諸

高松

徳島

呉

松山

浜松
豊橋

甲府

小田原

大館

会津若松

館山

室蘭

小樽

函館

札幌・札幌北

一関

山形

米沢

宇都宮

鹿屋

別府
熊本

宮崎

川崎

前橋

松戸

熊谷

福島

高田

長野

伊那鳥取

一宮
多治見

岐阜
米子松江

川内

山口

浜田

福岡・福岡西
北九州・八幡

京都・西陣

神戸・神戸東

名古屋・名古屋中・熱田 横浜・横浜西口

大阪・大阪西・阿倍野
玉出・十三・大阪南・堺
吹田・守口・泉佐野・東大阪

東京・東京中央・新宿
上野・江東・五反田・大森
渋谷・池袋・板橋・千住
八王子・立川・三鷹

佐賀佐世保

福山
広島

津山
倉敷 明石

彦根

尼崎

高岡

静岡

岩国

岡崎 沼津

石巻

仙台

久留米

※赤文字は、中小企業事業の専門職員が常駐する支店（平成25年7月現在）

　日本公庫中小企業事業では、以下の支店（赤文字）でご
融資の相談を承っているほか、事業資金相談ダイヤルに
おいても電話相談を承っています。
　また、それ以外の支店（黒文字）でも、中小企業事業の
専門職員が定期的に出張するなど融資制度の情報提供を
行っています。
　詳しくはお近くの中小企業事業の窓口へお問い合わせ
ください。

事業資金相談ダイヤル： 0120-1
行こうよ！ 公 庫

54-505

バンコク駐在員事務所：	（連絡先）66-2-252-5496
上海駐在員事務所：	 （連絡先）86-21-6275-8908



平成25年7月発行
この冊子は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）に	
定められた環境物品の基準に適合する再生紙を使用しています。 環境に配慮した植物油インキを使用しています。
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